
外郭団体経営改善計画

（平成28年度進捗状況及び総合評価）

平成２９年１０月



（順不同）

法人格 団体名 団体所管部・課

1 一般財団法人 摂津市施設管理公社 市民生活部市民活動支援課

2 株式会社 摂津都市開発 建設部都市計画課

3 一般財団法人 摂津市保健センター 保健福祉部保健福祉課

4 社会福祉法人 摂津宥和会 保健福祉部障害福祉課

5 公益社団法人 摂津市シルバー人材センター 保健福祉部高齢介護課

6 社会福祉法人 摂津市社会福祉協議会 保健福祉部保健福祉課

外郭団体一覧
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効率的・効果的な施設の管理運営 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

利用者の目的によって使用す
る施設を相互に案内、また、両
施設が連携してイベントを実施
するなど、南千里丘エリアに配
置された市民文化ホールとコ
ミュニティプラザを一体管理す
ることで、市民の利便性を向上
させるとともに、施設利用の有
機的連携と柔軟化を図る。

年次計画

コミュニティプラザと市民文
化ホールとの連携を強化
し、利用者の利便性向上と
効率的な管理運営を行い
経費削減を図る。

コミュニティプラザと市民文
化ホールとの連携を強化
し、利用者の利便性向上と
効率的な管理運営を行い
経費削減を図る。

コミュニティプラザと市民文
化ホールとの連携を強化
し、利用者の利便性向上と
効率的な管理運営を行い
経費削減を図る。

指針該当項目（－） 実績

使用目的に合わせてコミュ
ニティプラザと市民文化
ホールの施設利用を案内
し、利用者の利便性向上を
図った。また、施設の利用
状況や市民イベントの実施
に合わせて職員からアドバ
イスや団体支援などの協
力を行い、市民協働を意識
した施設運営を行った。

使用目的や施設の利用状
況に合わせてコミュニティ
プラザと市民文化ホール
の施設利用を案内し、利用
者の利便性向上を図った。
また、市民団体のイベント
実施や施設の利用方法に
ついて、職員から提案、ア
ドバイスや団体支援などの
協力を行い、市民協働を意
識した施設運営を行った。

使用目的や施設の利用状
況に合わせてコミュニティ
プラザと市民文化ホールに
加え、別府コミュニティセン
ターの施設利用を案内し、
利用者の利便性向上を
図った。また、市民団体の
イベント実施や施設の利用
方法について、職員から提
案、アドバイスに加え、団
体からの要望を可能な限り
実現し、団体支援などの協
力を行い、市民協働を意識
した施設運営を行った。

組織体制の強化
「全体ﾐｰﾃｨﾝｸﾞの実施」

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

月１回、管理公社の全体ミー
ティングを実施し、各施設や部
門が抱える問題点、事業の進
捗状況等、職員の共通認識を
深めると共に問題解決に取り
組み連携を図る。

年次計画
職員が一丸となって問題
解決に取り組む。

職員が一丸となって問題
解決に取り組む。

職員が一丸となって問題
解決に取り組む。

指針該当項目（－） 実績

各施設の責任者が集まっ
てミーティングを行うこと
で、他の施設の状況を把
握し、また、公社としての
方針を確認し、目標・目的
に沿った効率的かつ効果
的な施設の管理運営を行
うことができた。

各施設の責任者が集まっ
てミーティングを行うこと
で、他の施設の状況を把
握すると共に、公社として
の方針を確認し、目標・目
的に沿った効率的かつ効
果的な施設の管理運営を
行うことができた。
また、施設運営及びイベン
トの実施において課題とな
ることを議論し、問題点と
その解決方法を共有した。

各施設の責任者が集まっ
てミーティングを行うこと
で、他の施設の状況を把
握すると共に、公社として
の方針を確認し、目標・目
的に沿った効率的かつ効
果的な施設の管理運営を
行うことができた。
また、施設運営及びイベン
トの実施において課題とな
ることを議論し、問題点と
その解決方法を共有する
と共に、職員の連携と協力
を図った。

公社において南千里丘で会議
室や研修室、文化ホールな
ど、合計33室の施設の管理運
営を行っている。
その中で、会議室とコンベン
ションホールは一部複数の合
室が可能となっている。利用
実態に合わせて、かつ、より安
い使用料とするため、利用者
からの相談をよく受ける。施設
の状況を把握し利用者ニーズ
によく応えられた。
また、文化ホールとコンベン
ションホールの利用について
より具体的な使用方法と経費
を説明し、それぞれの利用実
態に合致した施設の案内を
行った。
また、平成28年12月から新た
に別府コミュニティセンターの
指定管理者となったことで、南
千里丘以外の地域における市
民活動の場を案内し、さらに利
用者の利便性向上に努めた。

利用者のニーズに合わせ
た利用方法やスペースを、
文化ホールだけでなくコ
ミュニティプラザや市民
ルーム、公民館など市内公
共施設と連携し、案内して
いる。コミュニティプラザで
は、年に1回アンケート調
査を実施。利用者から利用
内容を聴き取り、アドバイ
スや利用しやすい施設など
の情報提供が行われてい
た。

【3ヵ年の実績】
職員に条例及び条例施行規則の理
解を深めるための研修を実施すると
共に、施設間で職員の異動を行い、
各施設の情報と知識の共有を図っ
た。
【評価】
具体的な使用方法と経費を説明し、
それぞれの利用目的に合致した施設
の案内を行った。
【今後の方針】
定期的に条例等の理解を深める研修
を実施すると共に、職員の異動も行
い、利用者の視点に立った施設の利
用案内とイベントの実施の協働を進
めていく。

職員一人一人がやる気と使命感を持った組織が構築されている。

職員間の認識レベルを揃える
ため、係長級以上の6人がミー
ティングを行うことで組織全体
の意思疎通を図り、問題解消
と問題解決に取り組んだ。
また、会議の内容は議事録を
全職員に回覧することで、公
社職員一人一人に徹底を図っ
た。

定期的に全体ミーティング
を行い業務の進捗状況や
職員間の情報共有し、意
思疎通が図られている。職
員全員でイベントや事業の
問題点・解決策の議論が
行われ、それに対して共通
の認識を持ち、利用者への
サービス向上や施設の管
理運営に取り組まれてい
た。

【3ヵ年の実績】
毎月1回、全体ミーティングを実施す
ることで、組織全体の意思疎通を図っ
た。
【評価】
公社としての方針を確認し、目標・目
的に沿った効率的かつ効果的な施設
の管理運営を行うことができた。
また、施設運営及びイベントの実施に
おいて課題となることを議論し、問題
点とその解決方法を共有すると共
に、職員の連携と協力を図ることがで
きた。
【今後の方針】
今後も継続して実施し、職員が目標・
目的に沿った効率的かつ効果的な施
設の管理運営を行うことができるよう
努める。

■摂津市施設管理公社 経営改善計画

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

経営・団体運営

有機的連携に基づき文化を育む施設管理を行う。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

組織体制の強化「働く環境の
整備」

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

人件費の抑制を図る一方で、
職場環境や職員の福利厚生
等、働く環境を整備し職員の
労働意欲向上を図る。

年次計画
職員厚生会の活用を検
討。

職員厚生会活用の運用開
始及び他の職場環境整備
を検討。

継続して検討。

指針該当項目（－） 実績

職員厚生会の資金を活用
し、市と同様のベネフィット
ワンに加入することで小規
模団体ながら職員の福利
厚生を充実させることがで
きるよう、情報を収集した。

市と同様のベネフィットワン
への加入について職員へ
の希望調査を行った結果、
費用対効果を再検討する
ため、加入を１年先送りと
した。
また、その他の制度につい
ても情報を収集した。

市と同様のベネフィットワン
への加入について職員へ
の希望調査を行ったが、費
用対効果が思わしくないた
め、加入を見送った。
引き続き、他の制度につい
て情報を収集して、職員の
働く環境の整備し労働意
欲の向上を図る。

組織体制の強化
「経営強化のための経営統合

を検討」
目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

経営の合理化と強化を目的と
した外郭団体の組織統合を検
討する。

年次計画
他市の実施例を情報収
集。

公社内部で検討。
市所管課及び関連の外郭
団体と協議。

指針該当項目（－） 実績

大阪府公共施設管理公社
協議会で一般財団法人及
び公益財団法人への移行
についての他市管理公社
の状況について情報を収
集し、当公社に適した運営
形態を構築し経営の安定
化を図った。

前年度に引き続き大阪府
公共施設管理公社協議会
及び公立文化施設協会で
一般財団法人及び公益財
団法人への移行について
の他市管理公社の状況に
ついて情報を収集した。
同一業務の競合団体を有
する他市においては団体
の統合を進めているが、本
市においては公社と同様
の設置目的を有する団体
がないため、当公社に適し
た運営形態を構築し経営
の安定化を図った。

前年度に引き続き大阪府
公共施設管理公社協議会
及び公立文化施設協会で
一般財団法人及び公益財
団法人への移行について
の他市管理公社の状況に
ついて情報を収集した。
他市においては、同一業
務の競合団体の統合を市
が主導して進めている。
本市においては公社と同
様の設置目的を有する団
体がないため、当公社に
適した運営形態を構築し経
営の安定化を図った。

福利厚生が、小規模外郭団体
としての課題だととらえ、市と
同様の民間会社の福利厚生
商品の加入について検討を
行った。法人の規模は小さくと
も職員には同様に福利厚生を
受ける権利があり、今後にお
いてもそのことに積極的に取り
組んでいく。
有期雇用職員の在り方と雇用
の安定化についても積極的に
取り組み、次年度以降に実施
することがができるよう。平成
28年度に規則を改正した。

職員の福利厚生が充実す
るよう、市職員同等の環境
整備のため調査検討を
行っている。残念ながら再
検討を行っているが積極的
に職員の福利厚生向上に
努められている。

【3ヵ年の実績】
働く環境の整備と職員の労働意欲向
上を図る事務事業を推進した。
【評価】
福利厚生が、小規模外郭団体として
の課題だととらえ、働く環境の整備と
職員の労働意欲向上の意識を持つこ
とができた。
【今後の方針】
今後も継続して働く環境の整備と職
員の労働意欲向上を図る事業を実施
する。

職員一人一人がやる気と使命感を持った組織が構築されている。

経営・団体運営

組織体制の強化 公益法人制度改革が行われ、
公社として生き残りが問われ
た。他市文化振興財団のよう
に公益事業のみで運営費用を
確保できない状況であり、公
募原則が強く打ち出されてい
る摂津市において、指定管理
者の指定を受けることができ
ないケースも想定し、組織体
制の検討を行った。結果とし
て、一般財団法人を選択し、
生き残りのため多くの研修を
実施、他団体の職員の受入れ
と公社職員の摂津市への派遣
研修を実施し、公社内だけの
価値観にとらわれることのない
よう努力を行った。また、事業
については、核となる事業の
強化を行い、新たな事業にも
取り組み、その他多くの市民
団体の事業にも関与し、公社
のノウハウを利用していただく
ことで事業の成果を拡大する
ことができた。

一般財団法人に移行、そ
れに伴い組織強化のため
の検討、職員研修等を行っ
ている。コミュニティプラザ
では、他団体から職員を半
年間受け入れ、業務の資
質向上を行った。また、指
定管理業務の公募が進め
られている中、他事業者と
の競争に勝ち抜くため運営
形態や経営の再構築を順
次進めている。

【3ヵ年の実績】
経営の合理化と強化を目的とした外
郭団体の組織統合を検討した。
【評価】
大阪府下の他市管理公社の状況に
ついて情報を収集し、現状を把握す
ることができた。
また、管理公社としての法人運営に
ついての問題点と課題が見え、今後
の法人運営に有効な情報を得ること
ができた。
【今後の方針】
他市においては、同一業務の競合団
体の統合を市が主導して進めている
ことから、外郭団体の統合について
は、今後も市の所管課と協議を進め
ていく。
一方で本市においては公社と同様の
設置目的を有する団体がないため、
公社が安定した経営を行うことができ
るよう、法人の名称変更を含めて、新
たな法人の在り方について検討す
る。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

人件費の管理・抑制 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

将来的に見た人件費を抑制し
公の施設の管理運営コストの
削減を意図した給料表の見直
しと、職員の勤務条件を見直し
間接的に人件費の抑制を図る
ため休暇制度の見直しを平成
２５年度に実施した。今後にお
いてもその効果を確認すると
共に管理公社の財務状況に
即した管理・抑制を検討する。

年次計画
効果を管理し、状況に応じ
て対応策を検討。

効果を管理し、状況に応じ
て対応策を検討。

効果を管理し、状況に応じ
て対応策を検討。

指針該当項目⑤） 実績

人件費は超過勤務の抑制
等、管理を行うと共に、競
争入札による施設の管理
経費と法人の運営経費を
大幅に削減した。

人件費は、コアの繁忙時
間帯に派遣職員を導入し
て超過勤務の抑制を図り、
大きな成果を上げた。ま
た、管理運営において、競
争入札に加えて委託業務
の内容を一部見直し、施設
の管理経費と合わせて法
人の運営経費を大幅に削
減した。

人件費は、前年度に引き
続きコアの繁忙時間帯に
派遣職員を導入して超過
勤務の抑制を図り、大きな
成果を上げた。また、指定
管理者の指定期間に合わ
せて可能な限り職員の雇
用を調整し、適正な職員体
制を取った。

事業のソフト化 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

市の各課が行っている業務を
コア業務とそれ以外を分け、
各種団体の事務局に関する事
務や共催イベントの事務処理
などコア業務でないものの内、
外部委託が可能な事務を行革
の受け皿として管理公社が受
託する。

年次計画
市の担当課と外部委託可
能な事務があるか協議。

外部委託可能な事務につ
いて予算化。

可能な業務から順次実
施。

指針該当項目⑤ 実績

公社が事業の委託先とな
り得る事業について、協議
を行い今後の採用・研修計
画等協議を行った。

新規施設の立ち上げに関
する事業など、公社のノウ
ハウを活かした事業を積極
的に受託できるよう協議を
行った。

今年度から阪急摂津市駅
前ロータリー及びコミュニ
ティプラザ敷地内で実施し
ている「南千里丘クリスマ
スバル」の事務局を公社が
担った。
前年度に引き続き、新規施
設の立ち上げに関する事
業など、公社のノウハウを
活かした事業を積極的に
受託できるよう協議を行っ
た。

【3ヵ年の実績】
将来的に見た人件費を抑制し公の施
設の管理運営コストの削減を図るた
め、平成２５年度に実施した給料表の
見直しと、その効果を確認すると共
に、今後における管理公社の財務状
況に即した管理・抑制を検討した。
【評価】
コアの繁忙時間帯に派遣職員を導入
して超過勤務の抑制を図り、大きな成
果を上げた。また、指定管理者の指
定期間に合わせて可能な限り職員の
雇用を調整し、適正な職員体制を
取った。
【今後の方針】
今後においてもその効果を確認する
と共に管理公社の財務状況に即した
管理・抑制を検討し。より効率的な業
務運営を行っていく。

新たなソフト事業の創造と展開が図られている。

収益性の低い事業(選挙開票
所の管理業務、南千里丘別館
管理業務など)についても、公
社は市と同一歩調を取ること
で、行政の滞りが生じないよう
業務を引き受けた。行政との
一体性が公社の使命であると
考えている。
新規施設の立ち上げなどこれ
まで公社が行ってきた業務の
ノウハウを活かし、積極的に意
見交換や提案を行い、行政と
一体となってその業務にあ
たった。
事業のソフト化についても、一
部の事業について公社が事務
局となり、一定の成果を上げる
ことができた。

これまで培った独自のノウ
ハウを活かし、新たな職員
採用計画も立て、市から信
頼されて、業務を受託でき
る体制を強化した。

【3ヵ年の実績】
新規施設の立ち上げに関する事業な
ど、公社のノウハウを活かした事業を
積極的に受託できるよう協議を行い、
その中で一部の事業について公社が
事務局となった。
【評価】
事業のソフト化について、一部の事業
について公社が事務局となり、一定
の成果を上げることができた。
【今後の方針】
今後においても各種団体と連携を図
り協議を進め、外部委託が可能な事
務を行革の受け皿として管理公社が
受託する。

財　務

人件費の管理・抑制が徹底されている。

変則勤務に加え、イベント主体
の組織運営のため公社職員
総がかりとなる業務形態から、
超過勤務が生じざるを得ない
状況となっている。また、貸館
業務についても管理上最低限
の必要人員を確保する必要が
ある。このような状況下、新し
い試みとして、40歳から65歳
の中高年事務職員を制定して
雇用の確保と人件費の抑制を
行い、超過勤務の削減を実施
したことは自ら評価したい。さ
らに今後においてもより効率
的な業務運営を行いたい。

職員配置や勤務体制の見
直し、特に毎日忙しい時間
帯に貸館業務として派遣職
員の導入、超過勤務の抑
制に積極的に対策を講じ
一定の成果・効果を上げて
いる。今後も新たな運営管
理形態を考慮しながら対応
策を講じる姿勢が窺える。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

職員研修の定例化 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

施設の設置目的の理解、市民
ﾆｰｽﾞの理解、施設を活用した
ｻｰﾋﾞｽの提供、市民への対応
能力、業務を適正に行うため
の正確な知識の習得を目的と
した職員研修を定期的に実
施。

年次計画
外郭団体の合同研修会を
実施。

外郭団体の合同研修会を
実施の他、独自の研修を
実施する。

外郭団体の合同研修会を
実施の他、独自の研修を
実施する。

指針該当項目（－） 実績

施設管理を行っている外
郭団体に呼び掛け、当公
社が中心になって接遇に
関する合同研修を行い、市
民への対応能力の向上と
市民サービスの向上に努
めた。

施設管理を行っている外
郭団体に呼び掛け、当公
社が中心になって職員倫
理に関する合同研修を行
い、市民への対応能力の
向上と市民サービスの向
上に努めた。

今年度は、他の外郭団体
から研修題目の要望がな
かったため、公社の内部研
修として管理運営を行う施
設の条例及び条例施行規
則の理解を深めるための
研修を実施した。

派遣研修の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

新しい職場、新しい業務、新し
い人間関係を経験し、職員の
視野を広げるため派遣研修を
実施する。また、市からも管理
公社へ職員を派遣し、法人の
業務運営について内部から把
握した上で適切な指導監督を
行うことを目的とした人事交流
ができないか協議を進める。

年次計画
研修計画及び人事交流に
ついて検討。

可能な場合は派遣研修を
実施。

継続して実施するかを検
討。

指針該当項目（－） 実績

市が行う事業で公社が関
係する事業に職員を派遣
し、積極的に研修に取り組
んだ。また、今後公社が委
託先となり得る事業に関す
る情報を収集すると共に、
公社職員の派遣の計画に
ついて、協議を行った。

公社の法人運営をより効
率的かつ効果的に行うた
め、組織運営を研修するこ
とを目的としてプロパー職
員１名を市に派遣した。
また、他団体の職員の受
入れを実施し、公社内だけ
の価値観にとらわれること
のないよう意識改革を図っ
た。

公社の法人運営をより効
率的かつ効果的に行うた
め、組織運営を研修するこ
とを目的として平成27年度
から引き続きプロパー職員
１名を市に派遣し、行政の
仕組みを学び、公社内だ
けの価値観にとらわれるこ
とのないよう意識改革を
図った。

人材育成

職員研修の定例化が実現されている。

外郭団体の中でも歴史的に見
ても先行する団体だと自ら認
識しており、行政の求めに応じ
るだけではなく、自ら率先して
行動しており、他団体に対して
もその範を示せた。
今後においても積極的に外部
講師による研修を取り入れて
いく。

接遇やサービスの提供、苦
情対応について他の外郭
団体との研修会や意見交
換などを継続していく必要
がある。今年度は職員のコ
ンプライアンス向上にも取
り組み、市民から信頼され
る職員をめざし、一人ひと
り努力されていた。

【3ヵ年の実績】
公社が中心となって、他の外郭団体
に呼び掛け、施設の設置目的の理
解、市民ﾆｰｽﾞの理解、施設を活用し
たｻｰﾋﾞｽの提供、市民への対応能
力、業務を適正に行うための正確な
知識の習得を目的とした職員研修を
実施した。
【評価】
行政の求めに応じるだけではなく、自
ら率先して行動し、他団体に対しても
その範を示せた。
【今後の方針】
今後においても公社が主になって各
種団体と連携を図り合同研修を実施
すると共に、独自の研修を実施する。

派遣研修が計画的に実施されている。

現行の指定管理業務及び受
託事業に留まることなく、行政
及び各種団体と一体となり今
後の事業にも対応できる体制
と人材の育成についても考え
ており、担当課と事前協議を
重ねることができた。また、他
市の管理公社職員とも積極的
に意見交換と情報交換を行
い、現状認識と課題を認識す
ることができた。

他団体の職員受け入れや
公社職員の派遣研修など
積極的に法人運営の組織
運営に活かせる人事交流
を実施した。その結果、派
遣研修をしていくことで、職
員の資質向上、問題意識
改革が大きく進み、指定管
理業務や組織運営上の課
題を認識できた。

【3ヵ年の実績】
新しい職場、新しい業務、新しい人間
関係を経験し、職員の視野を広げる
ため派遣研修を実施した。また、市か
らも管理公社へ職員を派遣し、法人
の業務運営について内部から把握し
た上で適切な指導監督を行うことを
目的とした人事交流ができないか協
議を進めた。
【評価】
現行の指定管理業務及び受託事業
に留まることなく、行政及び各種団体
と一体となり今後の事業にも対応でき
る体制と人材の育成についても考
え、担当課と事前協議を重ねることが
できた。また、他市の管理公社職員と
も積極的に意見交換と情報交換を行
い、現状認識と課題を認識することが
できた。
【今後の方針】
今後においても継続して派遣研修の
機会を作ると共に、市及び他団体か
らの派遣研修を受入れ、今後の事業
にも対応できる体制と人材の育成に
努める。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

人間基礎教育の実践 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

月１回、職員による施設周辺
の清掃活動を行い、人間基礎
教育における奉仕の精神を職
員が理解する。

年次計画
職員が月１回の施設周辺
の清掃活動を実施。

職員が月１回の施設周辺
の清掃活動を実施。

職員が月１回の施設周辺
の清掃活動を実施。

指針該当項目（－） 実績

毎月１回、公社が管理する
施設周辺の清掃活動を行
い、街の美化に寄与すると
共に地域コミュニティーの
一員として、公社の役割な
ど公社職員の考え方を一
致させた。

毎月１回、公社が管理する
施設周辺の清掃活動を行
い、街の美化に寄与すると
共に地域コミュニティーの
一員として、公社の役割な
ど公社職員の考え方を一
致させた。また、施設を利
用したことがない近隣住民
ともコミュニケーションを図
るため、夏の夕涼み会など
多くの自主事業を行った。

毎月１回、公社が管理する
施設周辺の清掃活動を行
い、街の美化に寄与すると
共に地域コミュニティーの
一員として、公社の役割な
ど公社職員の考え方を一
致させた。また、施設を利
用したことがない近隣住民
や、近隣の企業・商店とも
コミュニケーションを図り、
夏の夕涼み会など多くの
自主事業を行った。

南千里丘まちづくり事業
「南千里丘 Rock Museum」

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

軽音楽を通して南千里丘エリ
アに高校生・大学生を中心とし
た若い人を呼び込み、新たな
賑わいを作り出す。

年次計画
実行委員会組織の在り方
を明確にし、集客を強化す
る。

継続実施に向け事業の充
実を図る。

継続実施を検討。

指針該当項目⑤ 実績

実行委員に市内大学の学
生及び社会人の参画を促
し、学生による事業の運営
を行うことができた。

実行委員に市内大学の学
生及び社会人の参画を促
し、学生による事業の運営
を行うことができた。
出演団体も大阪府下の高
校・大学に広げ積極的に
若年層を取り入れた。

今年度は会場となる市民
文化ホールが耐震補強及
びリニューアル工事を実施
したため、前年度までと同
形態の事業を実施できな
いので、イベントの名称を
冠した若年層向けのライブ
を実施して、次年度以降に
向けて継続性を持たせた。

人材育成

事　業

南千里丘エリアに協働による新たな賑わいが創造されている。

公社だけで取り組む事業展開
ではなく、地域住民や人間科
学大学の学生をイベントスタッ
フに取り込むなど、まちづくり
を協働で積極的に取り組め
た。
また、摂津市内に加えて大阪
府下の高校・大学に呼び掛
け、学生単体ではなくクラブ活
動単位での出演と協力を得る
ことができ、クラブの顧問から
も高い評価を得た。

近隣高校・大学だけでなく
参画団体を府内にまで広
げ、新たな参加団体を獲得
した。南千里丘周辺の更な
る賑わいだけでなく、若い
世代が関わっているイベン
トとして育ちつつあり、引き
続き積極的に取り組んでい
ただきたい。

【3ヵ年の実績】
実行委員に市内大学の学生及び社
会人の参画を促し、学生等による事
業の運営を行うことができた。
出演団体も大阪府下の高校・大学に
広げ積極的に若年層を取り入れた。
【評価】
公社だけで取り組む事業展開ではな
く、地域住民や人間科学大学の学生
をイベントスタッフに取り込むなど、ま
ちづくりを協働で取り組む事業にも積
極的に取り組めた。また、摂津市内に
加えて大阪府下の高校・大学に呼び
掛け、学生単体ではなくクラブ活動単
位での出演と協力を得ることができ、
クラブの顧問からも高い評価を得た。
【今後の方針】
今後においても事業を継続して実施
し、軽音楽を通して南千里丘エリアに
高校生・大学生を中心とした若い人を
呼び込み、街に賑わいを創造する。

人間基礎教育が実践されている。

施設管理公社が地域コミュニ
ティーの一員であることを自覚
しており、公社職員全員で地
域貢献について考えることが
できている。
施設を利用していない近隣の
住民ともコミュニケーションを
取るなど、地域の人々と日常
的なあいさつ、地域への奉仕
など人間基礎教育を公社職員
自ら実践した。

自主的に施設周辺の美化
活動や挨拶慣行など人間
基礎教育の精神を理解し
引き続き実践している。利
用者・近隣市民に地域貢
献のための自主的事業を
続けている。

【3ヵ年の実績】
職員が月１回の施設周辺の清掃活動
を実施することで、近隣の住民や企
業・商店とコミュニケーションを取り、
地域の人々と日常的なあいさつ、地
域への奉仕など人間基礎教育を公社
職員自ら実践した。
【評価】
施設管理公社が地域コミュニティーの
一員であることを自覚して、公社職員
全員で地域貢献について考えること
ができた。
【今後の方針】
今後においても継続して施設周辺の
清掃活動を実施し、近隣住民や、近
隣の企業・商店とコミュニケーションを
図とり、夏の夕涼み会など多くの自主
事業を行う。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

南千里丘まちづくり事業
「南千里丘 夕涼み会」

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

コミュニティプラザの屋上庭園
を活用し、花火大会に合わせ
てミニコンサートを実施し、近
隣の自治会、住民、商店会及
び施設利用者に交流の場を提
供するとお共に新たな利用者
の拡大に努め、地域に親しま
れる施設を目指す。

年次計画
継続実施しつつ、次年度以
降の開催について検討す
る。

継続実施しつつ、次年度以
降の開催について検討す
る。

継続実施しつつ、次年度以
降の開催について検討す
る。

指針該当項目（－） 実績

出演者と運営スタッフを市
内の大学生・高校生のボラ
ンティアを募り、また、施設
職員と協力してイベント実
施する計画を立て入念な
準備を行ったが、当日が雨
天のため実施できなかっ
た。

出演者と運営スタッフを市
内の大学生・高校生のボラ
ンティアを募り、また、施設
職員と協力してイベント実
施する計画を立て入念な
準備を行ったが、当日が雨
天のためコンサートは中止
とし、職員によるミニ屋台
のみ実施した。

出演者と運営スタッフを市
内の大学生・高校生のボラ
ンティアを募り、また、施設
職員と協力してイベント実
施した。また、近隣の自治
会にも呼びかけ、地域の
方々に憩いと交流の機会
を提供した。

新しい自主事業の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

過去に管理公社が実施してい
た各種講座及びｲﾍﾞﾝﾄを市民
のニーズに適した新たな手法
で実施する。

年次計画

前年度に実施した事業を
継続実施しつつ次年度の
新規講座実施に向けて情
報を収集。

前年度に実施した事業を
継続実施しつつ次年度の
新規講座実施に向けて情
報を収集。

前年度に実施した事業を
継続実施しつつ次年度の
新規講座実施に向けて情
報を収集。

指針該当項目⑤ 実績

各種市民団体と協同で実
施する事業の実現につい
て、次年度以降の実施向
けて各団体と協議・調整を
行った。

施設が主導して行う事業に
加え、コミュニティプラザ５
周年事業等、施設利用者
の協力を得て事業を展開
し、行政と住民との架け橋
となる事業を実施した。

各種市民団体が独自に運
営する事業に積極的の協
力し、今後の事業の実現
について、協働することが
できるよう働きかけた。

事　業

南千里丘エリアに協働による新たな賑わいが創造されている。

公社だけで取り組む事業展開
ではなく、地域住民や摂津高
校の学生をボランティアスタッ
フに取り込むなど、協働で取り
組む事業にも積極的に取り組
めた。また、施設利用団体が
日常どのような活動を行って
いるかの把握も行えていること
から、このような企画が成立し
たと考えている。近隣の自治
会から大人・子供を問わず多
数の来場があり、地域の方々
に憩いと交流の機会を提供す
ると共に、地域に根差し愛され
る施設運営を行うことができ
た。

地元商店会や自治会と企
画段階より南千里丘夕涼
み会の運営が行われ、協
働の事業として定着しつつ
ある。（残念ながら平成26
年度、平成27年度は天候
不良により規模を縮小し開
催となったが）このイベント
をとおして、地域に根差し
た施設となり、また地域の
活性化につながるよう努力
されている。

【3ヵ年の実績】
出演者と運営スタッフを市内の大学
生・高校生のボランティアを募り、ま
た、施設職員と協力してイベント実施
した。また、近隣の自治会にも呼びか
け、地域の方々に憩いと交流の機会
を提供した。
【評価】
公社だけで取り組む事業展開ではな
く、地域住民や昼間流入人口につい
てもまちづくりを協働で取り組む事業
にも積極的に取り組めた。近隣の自
治会から大人・子どもを問わず多数
の来場があり、地域の方々に憩いと
交流の機会を提供すると共に、地域
に根差し愛される施設運営を行うこと
ができた。
【今後の方針】
今後においても事業を継続して実施
し、地域の方々に愛され、憩いと交流
の機会を提供するイベントになるよう
努める。

管理公社が持つ市民団体とのつながり、施設の管理運営のノウハウを活かし、多
様な取組みのもと、組織化、交流を促す支援活動が展開されている。

公社だけで取り組む事業展開
ではなく、各種市民団体が独
自に運営する事業に積極的の
協力し、地域住民や昼間流入
人口にも対象を広げ、まちづく
りを協働で取り組む事業にも
積極的に取り組んだ。

コミュニティプラザで活動す
るサークルや市民活動団
体と日ごろから良好な関係
を築いている。新たなニー
ズにも応えるべく新規講座
の開催など努力がされてい
る。

【3ヵ年の実績】
過去に管理公社が実施していた各種
講座及びｲﾍﾞﾝﾄを市民のニーズに適
した新たな手法で実施した。また、各
種市民団体が独自に運営する事業に
積極的の協力し、今後の事業の実現
について、協働することができるよう
働きかけた。
【評価】
公社だけで取り組む事業展開ではな
く、コミュニティプラザ５周年事業等、
施設利用者の協力を得て事業を展開
し、行政と住民との架け橋となる事業
を実施した。また、各種市民団体が独
自に運営する事業に積極的に協力
し、さらに、地域住民や昼間流入人口
にも対象を広げ、まちづくりを協働で
取り組む事業にも積極的に取り組ん
だ。
【今後の方針】
各種市民団体が独自に運営する事
業に積極的に協力して協力関係を築
くと共に、市民のニーズや時代のニー
ズに関する情報を収集し、今後にお
いて新たに事業の立ち上げや既存イ
ベントのリニューアルに活かす。
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■摂津都市開発株式会社 経営改善計画　

事業拡大や新規事業の受
注

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

・駅周辺での駐輪場が不足
しており、低利用の用地を
探し、駐輪場として用地を
確保するため関係者と協
議し駐輪場の増設を図る。

年次計画

新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。
駐輪場用地の確保のため関
係者と協議を重ねる。

新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。
駐輪場用地の確保のため関
係者と協議を重ねる。

駐輪場の整備・運営

指針該当項目⑤,⑥,⑦ 実績
行政や民間と駐輪場用地確
保のため交渉を行った。

市内企業に営業に回った。駐
輪対策が必要な地域で土地
を借用し駐輪場を運営した。
駐輪場用地確保の協議を重
ねた。

阪急摂津市駅周辺の駐輪場
不足対策として、平成２９年度
の開業に向けて、整備･運営
について具体的に調整・協議
を進めてきた。

・ＪＲ千里丘駅周辺のエレ
ベータ・エスカレータ等の機
械設備管理など積極的に
営業し受注する。

年次計画
新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。

機械設備管理実施 機械設備管理実施

指針該当項目⑤,⑥,⑦ 実績
ＪＲ千里丘駅のエスカレータ
の管理業務を受注した。

JR千里丘駅西口のエレベー
ターの管理業務を受注し、既
設の設備を併せて管理を実
施した。

既設の機械設備管理を継続
して実施した。市民サービス
コーナー廃止後の業務継続
に努力した。

・現在建物管理を行ってい
ることから、建築物の老朽
化チェック等の建物管理事
業を拡大する。

年次計画
新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。

新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。

新規事業獲得に向け積極的
な営業活動を行い受注する。

指針該当項目⑤,⑥,⑦ 実績
営業を展開するも受注に至ら
なかった。

営業を展開するも受注に至ら
なかった。

営業を展開するも受注に至ら
なかった。

有資格者や若手社員の採
用

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

２ 社員体制

経営の安定化、高齢化の
対応、技術・業務の継承、
及び事業の拡大を図るた
め、経営状況を把握しなが
ら段階的に社員を採用し、
社員の若返りや体制の強
化を図る。

年次計画
新規事業の受注状況や経営
状況を把握しながら採用検討
する。

新規事業の受注状況や経営
状況を把握しながら採用検討
する。

社員の採用

指針該当項目⑩ 実績
新規事業を受注したが、経営
状況を把握し、採用検討を継
続した。

新規事業の受注に至らず、ま
た、経営状況も厳しい中で、
今後の会社運営も考慮しつ
つ、採用検討を継続した。

新規事業の受注に至らず、ま
た、経営状況も厳しい中で、
今後の会社運営も考慮しつ
つ、採用検討を継続した。

業務・技術の継承を可能とする年齢構成での社員体制が確立されている。

新規事業の受注に至らず、経
営状況も厳しいが、会社運営
を継続していくために、将来
運営を担う人材を確保する必
要があり、採用検討を継続し
ている。

採用検討は継続されている
が、課題は残っている状態で
ある。引き続き課題解決に向
けた検討が必要である。

新規事業の受注、社員の採
用に至らず、成果をあげるこ
とはできなかった。

１ 経営の安定化 エレベーター管理業務を受注
し、JR千里丘駅周辺の一体
管理を進め、機動的に対応す
ることができ、安心安全に寄
与した。

エレベーター管理業務を受注
し、JR千里丘駅周辺の機械
設備管理を実施し、年次計画
が達成されている。

フォルテ摂津ビルの管理を
行っており、JR千里丘駅周辺
との一体管理を進めることが
できた。

営業を行うが、他の新規建物
も管理会社が決まっており受
注が困難であった。

年次計画が達成されておら
ず、課題解決に向けた検討が
必要である。

積極的に営業活動を行ってき
たが、受注には至らなかっ
た。

既存事業の拡大や新規事業の獲得により経営の安定化が図られている。

駐輪場の平成２９年度開業に
向けて整備･運営について具
体的に市等と協議・調整を進
めている。また、既存施設と
立地条件等により、料金設定
において差別化を図ることが
できるか、効率的配分の検討
を開始した。

駐輪場の運営を行い、平成29
年度の開業に向け協議を進
める等、年次計画が達成され
ている。

用地確保のために行政のほ
か民間とも協議し、用地確保
に努め、１カ所駐輪場を開業
し、また、もう１カ所駐輪場の
開業に向けて調整・協議中で
あり、駅周辺の駐輪場不足対
策としては一定の成果をあげ
た。

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）
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【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

研修会の参加や資格の取
得

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

社員が保険契約事務のた
めの研修会・講習会に参加
し資格を取得させる。

年次計画
講習・研修会に参加し保険手
続きの資格を取得する。

講習・研修会に参加し保険手
続きの資格を取得する。

講習・研修会に参加し保険手
続きの資格を取得する。

指針該当項目④ 実績 資格取得に至らなかった。 資格取得に至らなかった。 資格取得に至らなかった。

社員がビル管理のための
研修会・講習会に参加し資
格を取得させる。

年次計画 講習・研修会に参加する。
マンション管理の管理業務主
任者等の資格を取得する。

マンション管理の管理業務主
任者等の資格を取得する。

指針該当項目④ 実績
講習･研修会に参加すること
ができなかった。

講習･研修会に参加すること
ができなかった。

講習･研修会に参加すること
ができなかった。

サービス等の向上、スキル
アップのための研修会・講
習会に積極的に参加する。

年次計画 講習・研修会に参加する。 講習・研修会に参加する。 講習・研修会に参加する。

指針該当項目④ 実績 各種研修に参加した。 各種研修に参加した。 各種研修に参加した。

社内で定期的に情報処理
関係の研修会を実施する。

年次計画
社内情報処理研修を年2回以
上行う。

社内情報処理研修を年2回以
上行う。

社内情報処理研修を年2回以
上行う。

指針該当項目④ 実績 ２回研修を実施した。
必要に応じて研修を実施し
た。

必要に応じて研修を実施し
た。適宜、個別に研修を受け
たり、社外の研修に参加し、
社内で共有した。

事務の効率化を図る 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

４ 事務の効率化

保険業務は手続きに時間
を要するため、顧客ごとに
更新時期を把握し、集約し
て手続きを行う。

年次計画
契約状況を把握し手続き集約
の実施

事務効率の確保・改善 事務効率の確保・改善

指針該当項目① 実績
事務効率の確保改善には至
らなかった。

満期日の異なる契約を集約し
た。

契約の集約を進めた。

ホームページの開設 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

５ 情報公開

会社の経営方針や業績・
業務内容など情報を発信
するためホームページを開
設し公開する。緊急時の状
況報告等情報提供の場と
して活用する。

年次計画
ホームページの準備・開設
情報提供の活用

継続的情報提供 継続的情報提供

指針該当項目⑬ 実績 ホームページを開設した。
ホームページで継続的に情
報を提供した。

ホームページで継続的に情
報を提供した。

外部への情報公開の徹底により経営の透明性を確保し、さらに情報発信に活用されてい
る。

市民ﾙｰﾑ・自動車自転車駐車
場の情報を継続的に提供す
ることにより問い合わせも増
加した。会計情報の更新など
会社情報を開示することがで
きた。

ホームページを活用し、各種
情報の提供を積極的に行う
等、年次計画が達成されてい
る。

ホームページを開設し、運営
業務の情報を継続的に提供
し、会社情報を開示してきた。

事務の効率化や合理化が推進されている。

満期日の異なる契約を集約
し、事務の効率化を進めた。

契約を集約することにより、事
務の効率化を進めることがで
き、年次計画は達成されてい
る。

契約を集約し、事務効率を改
善した。

３ 人材育成

上記同様、資格取得までに手
が回らない状況にある。新規
採用にあたっては有資格者を
採用することも検討する。

年次計画が達成されておら
ず、課題解決に向けた検討が
必要である。

現状の人員では業務のほか
に、講習・研修会に長期で参
加することは難しく、資格を取
得することはできなかった。

人権研修・防火研修等各種研
修に参加し、スキルアップに
つなげた。

各種研修会の参加によりスキ
ルアップが図られており、年
次計画は達成されている。

各種研修会に参加し、社員の
資質向上につなげることがで
きた。

パソコンの研修を実施したこ
とにより業務がはかどりデー
タ管理がしやすくなった。メー
ル等インターネットに繋がって
いる環境の中での心構えや
対応を確認した。

社内研修や個別で研修を受
講する等、事務の処理能力の
向上を図り、年次計画は達成
されている。

情報処理関係の研修により、
個々の事務処理能力の向上
に寄与し、また、セキュリティ
への意識を高めた。

業務効率を高める研修体制の構築と資格取得の機会拡大が図られている。

経営状況が厳しく人材の採用
ができておらず、現在の人員
では社員も業務に力を注いで
おり、資格取得までに手が回
らない状況にある。

年次計画が達成されておら
ず、課題解決に向けた検討が
必要である。

現状の人員では業務のほか
に、講習・研修会に長期で参
加することは難しく、資格を取
得することはできなかった。
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■摂津市保健センター経営改善計画

組織体制の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

介護サービス専門職について
は、再雇用職員の知識・経験を
活かしながら、同時に新規職員
を雇用し業務の継承と体制の整
備を図る。

年次計画

退職した通所介護支援事業
所及び居宅介護支援事業所
の専門職各１名（計2名）を再
雇用し、業務の継承を図る。

退職予定の訪問看護ステー
ション及び居宅介護支援事業
所管理者の再雇用と、2名の
専門職を採用し業務の継承と
充実を図る。

介護予防事業等の新規事業
の構築を目指すために組織
体制について検討する。

指針該当項目（①） 実績
2名の定年退職者の再雇用を
行った。

退職した訪問看護ステーショ
ン及び居宅介護支援事業所
管理者の再雇用を行った。そ
の他看護系の専門職につい
ては募集するも応募がなく、
人材不足が収入減となって表
れた。居宅介護支援事業所
については、調査専門の専門
職を雇用し充実を図った。

介護予防の視点から総合事
業における保健センターの役
割について検討し、高齢介護
課に対し事業提案を行った。

組織体制の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

正規事務職員を採用し管理部門
の強化を図るとともに、職員の
育成に努める。

年次計画
事務職員1名を採用し退職事
務職員の補充・強化を図る。

新規職員及び在籍職員の
OJTを実施し、職員能力の向
上を図る。

正規職員の管理者能力の向
上を図る。

指針該当項目（①） 実績
7月1日に正規事務職員1名を
採用した。

事務職及び専門職それぞれ
が、専門団体が実施する研
修に参加し、職員能力の向上
を図った。
また、保健師1名を研修のた
め摂津市保健福祉部国保年
金課に1年間出向させた。

職員の資質向上のための研
修会を独自に実施した。

体制・制度の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

非正規雇用職員のスキル向上
のため担当する業務の異動を行
うとともに、賃金格差の是正を図
る。

年次計画

労働基準法や労働契約法の
検討を行い、同一労働に対す
る対価の格差是正について
検討し、任期付契約職員就業
規則の改正を実施する。

非正規雇用職員の適正配置
を心掛ける。

非正規職員の適正配置を心
掛ける。

指針該当項目（⑨） 実績
就業規則の改正を行い、契
約職員間の担当業務の異動
が可能となり実施した。

看護専門職を募集したにもか
かわらず、応募者がいなかっ
たため、近隣市の施設に比べ
低かった時間給を是正した。

職員配置について検討し、29
年度の正規職員・非常勤職
員の職員採用計画を策定し
た。

非正規職員間の格差是正が図られている。

専門職の欠員に対する代替
職員の募集において、北摂各
市の平均的な状況に近づけ
るよう給与の見直しを行う等、
様々な手段を講じた。結果と
して、訪問看護ステーションに
おける看護師の応募はな
かったが、介護支援専門員の
代替職員を確保することがで
きた。

非常勤職員の就業規則の見
直しに取り組む等、限られた
人員の中で、最大限の効果を
発揮できるよう努めている。

専門職の欠員について給与の見
直しを行うなど対策を講じた。また
職員の安定した雇用に向け職員
の採用計画を策定した。

新しく就任した訪問看護ス
テーション及び居宅介護支援
事業所の管理者は、それぞ
れの役割を引き継ぎ、再雇用
された元管理者の支援を受
けながらしっかりと事業管理
が継承された。それだけでな
く、10年ぶりに実施された大
阪府の介護保険事業者の実
地指導にも滞りなく対応でき
た。

退職者を再雇用し、職員へ効
率的に業務の引き継ぎが行
われている。看護職員の応募
がなく、収入が減少した。

看護職員に欠員が生じたことによ
り一部訪問看護ステーション業務
が縮小傾向にあった。専門職の退
職については、再雇用対応により
業務の継承と充実が図られた。

効率的かつ安定した組織体制が構築され、市民のための医療・保健事業や介護保険事業
等が安定して展開されている。 事務職については、全国公益

法人協会、専門職については
日本看護協会など、公的な団
体主催の各種研修及びその
他関係諸団体主催の研修に
参加するとともに、参加した
職員が所内で研修復命を行
うことにより参加しなかった職
員の資質向上も図ることがで
きた。また、保健師1名の摂津
市国保年金課での出向研修
については、今後の事業連携
を図るうえで、参考になった。

研修及び勉強会への参加、さ
らには職員の市への出向に
より、職員の資質向上に取り
組んでいる。

保健師１名を国保年金課に１年間
出向させ資質向上と事業の連携
強化に努めた。また、外部の研修
会への参加のみでなくセンター独
自に職員研修を実施され資質向
上を図った。

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

経営・団体運営

効率的かつ安定した組織体制が構築され、市民のための医療・保健事業や介護保険事業
等が安定して展開されている。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

経営状況の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

実費弁償方式の再申請を行い
（平成26年度からの5年間分）、
税務署の判断に沿った対応をと
る。

年次計画
実費弁償方式の5年ごとの再
申請の年度に当たるため、吹
田税務署に申請する。

吹田税務署からの実費弁償
方式の認定を受け、効率的な
事務が行われている。

吹田税務署からの実費弁償
方式の認定を受け、効率的な
事務が行われている。

指針該当項目（①） 実績
平成26年8月7日付で平成26
年度から5年間の実費弁償方
式の確認を受けた。

実費弁償方式の適用に基づ
き、効率的な事務を行った。

実費弁償方式の適用に基づ
き、効率的な事務を行った。

経営資源の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

通所介護事業所において要介
護者のリハビリの拡充を図るとと
もに平成27年度以降の介護予
防事業の運営体制に適応する
事業展開を図る。

年次計画

要支援者のための介護予防
事業の制度変更について市
と協議を重ね、財政的な判断
を加え、保健センターの役割
と事業展開の方向性を検討
する。

方向性について、一定の結論
を目指し、市高齢介護課に事
業提案をする。

要支援者・要介護者の増加に
向けて介護予防事業と介護
保険事業の充実を図る。

指針該当項目（⑤） 実績
継続的に協議・検討を行い、
市との意識の共有を図った。

要支援者のための総合支援
事業について、市高齢介護課
に事業提案を行い、関係諸団
体での検討会議に参画した。

要支援者・要介護者に対する
現行の介護保険事業のあり
方を検討、また総合事業につ
いて高齢介護課に提案を
行った。

経営資源の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

施設の有効活用を図るため平日
夜間帯に健康増進事業を展開
し、同時に収益増を図る必要が
ある。

年次計画

駅前立地を生かし、働く世代
の健康増進事業を平日夜間
帯に開始し、適切な受益者負
担を求める。

平日夜間帯の事業を継続す
る。

平日夜間帯の事業を継続す
る。

指針該当項目（⑤） 実績

夜間開講のエクササイズの
実施と、適正な受益者負担と
なるよう受講料の改定を行っ
た。

夜間開催のエクササイズ（ト
ワイライトエクササイズ）の実
施を倍増した。
また、新たに乳がん・子宮が
ん検診の集団健診分につい
て指定管理事業として受諾し
た。

平日夜間帯の事業（トワイラ
イトエクセサイズ）にあわせ、
休日の健（検）診事業を実施
した。

人材育成計画の策定 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

財団としての人材育成計画を策
定する。

年次計画
新規採用者の業務日誌等、
人材育成のツールの活用を
図る。

人材育成計画について検討
する。

人材育成計画を策定し、OJT
をより充実させる。

指針該当項目（④） 実績

新規採用者に試用期間中、
業務日誌を指導担当者に提
出するシステムを設け、効率
的に業務を行えるよう指導を
実施するとともに、相談を行
いやすい体制を整えた。

人材育成計画策定のために
厚生労働省の「在宅介護業
の人材育成のために」や、摂
津市や他市町村の人材育成
計画の具体例を研究したほ
か、職員との個別面接を実施
し、課題の把握に努めた。

職員との面接を実施し、課題
の把握に努めたが、人材育
成計画の策定までに至らな
かった。

人材育成

人材育成計画が策定されOJTが充実している。

事務職をはじめ、専門職がそ
れぞれの事業展開を図って
おり、各専門団体が主催する
研修への参加を推進してい
る。　各専門職種の職業能力
評価も含めて、キャリアアップ
のための人材育成計画策定
の難しさを実感している。

計画的な人材育成が実施さ
れており、効率的な育成が行
われている。

市国保年金課への保健師の出向
を行うなど、人材育成を計画的に
行った。また、独自の研修会を開
催した。

介護サービス部門での収益が確保されている。　　　
上半期に保健センターとして
実施すべき新しい介護予防
事業（総合事業）のあり方に
ついて議論を重ね、平成27年
11月に摂津市高齢介護課に
対して事業提案を行った。介
護保険制度が大きく変革する
中で、保健センターがとるべ
き役割と、社会福祉協議会等
と連携しながら構築すべき事
業を確認し、平成29年度に向
けて平成28年度の課題も確
認できた。

関係機関との連携を図り、適
切な支援を行っており、受け
入れの対応が充実している。
また、介護予防事業におい
て、総合事業の提案を行う
等、積極的に取り組まれてい
る。

現行の介護保険事業をふまえた
総合事業のあり方について、介護
予防の視点から高齢介護課に積
極的に提案を行った。

駅前立地の施設の有効活用
と働く世代の健康増進を目的
に実施しているトワイライトエ
クササイズを、従来より実施
の火曜日に加え、木曜日と金
曜日コースを増設し、週3回
の夜間実施となった。今後は
参加者の健康増進自己管理
能力の向上について、より充
実した取組みを進めたい。

医療法に基づく医療機関とし
ての制約がある中、施設の夜
間利用等、積極的に施設の
有効活用に努め、市民サービ
スの向上に努めた。

医療法に基づく医療機関としての
制約がある中、積極的に施設の
有効活用に努めた。施設の夜間
利用、休日の健（検）診事業に積
極的に取り組んだ。

指定管理事業として実施する新規の健康増進事業が実施されており、かつその受益者負
担の適正化が図られている。

財　務

実費弁償方式による財政運営が図られている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

実費弁償方式を認定されたこ
とにより効率的な事務を行う
ことができている。

引き続き、実費弁償方式の適
用に基づき、効率的な事務を
行うことができた。

実費弁償方式の確認を取得され
たことにより、財務への好影響、
事務の軽減が図られた。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

研修機会の確保 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

専門職研修については、外部団
体の主催する研修に積極的に
参加していく。

年次計画

主任ケアマネ研修、訪問看護
ステーション管理者研修、そ
の他専門講座への参加を促
し、介護保険3事業所におけ
る次期主任候補者へのOJT
を実施する。

訪問看護ステーション管理者
および居宅介護支援事業所
の新任管理者の研修に参加
を促す。

主任ケアマネ研修、訪問看護
ステーション管理者研修、そ
の他専門講座への参加を促
す。

指針該当項目（④） 実績

ケアマネ、看護職等の専門研
修に計画的に職員を派遣す
るとともに、各事業所ごとに定
期的にＯＪＴを意識した会議を
行った。

訪問看護ステーション管理者
及び居宅介護支援事業所の
新任管理者の研修に参加を
促し、可能な限り受講するこ
とができた。
また、各事業所の専門職につ
いては、それぞれの職員のレ
ベルアップのための研修を随
時受講することができた。

新人訪問看護師研修、訪問
看護管理者研修、ケアマネ
ジャー専門研修課程研修等
積極的に受講し、スキルアッ
プに努めた。

研修機会の確保 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事務部門の研修については、公
益法人協会の研修に加え、他団
体と協働し、経理、労務等の研
修を定期的に開催する。

年次計画

施設管理公社、シルバー人
材センターとの共催による研
修を開催する。（経理や労
務、リスクマネジメント等テー
マを選択し、年度ごとにロー
テーションを組む）

施設管理公社、シルバー人
材センターとの共催による研
修を開催する。（経理や労
務、リスクマネジメント等テー
マを選択し、年度ごとにロー
テーションを組む）

施設管理公社、シルバー人
材センターとの共催による研
修を開催する。（経理や労
務、リスクマネジメント等テー
マを選択し、年度ごとにロー
テーションを組む）

指針該当項目（④） 実績

外郭団体と共催する接遇研
修に参加するとともに、全国
公益法人協会主催の研修へ
２名(年１２回)参加し、法人運
営のスキルを高める事ができ
た。

全国公益法人協会主催の研
修と株式会社ＰＣＡ開催の研
修に定期的に参加することが
できた。また、今年度は施設
管理公社主催の法令研修に
職員を参加させた。

公益法人定例講座、ＰＣＡマ
イナンバーセミナーを受講し、
また、センターとして独自研修
を実施した。

事業体制の強化 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

保健センターが市民の健康増進
基地となるよう、それぞれの役
割と連携に関して摂津市と協議
を深める。その中でより効果的
な新規業務の検討をすすめる。

年次計画

民間事業者や医師会・歯科
医師会・薬剤師会等と協働
し、市民向けの健康増進事業
を展開する。

健康増進事業に限らず、介護
予防事業も含めて保健セン
ターの役割について検討を進
める。

健康のまちづくり体制の中
で、保健センターが担うべき
役割や事業について具体的
な計画を立案する。

指針該当項目（⑤） 実績

三師会、看護師会並びに栄
養士会及び民間事業者との
連携のもと、各種の事業を安
定して実施した。

国保データヘルス計画の策
定や、介護予防のための総
合支援事業についての検討
など、多職種間の連携が重
要性を増していることを踏ま
え、保健センターの役割につ
いて検討を進めることができ
た。

データヘルス計画において課
題とされた糖尿病をはじめと
する生活習慣病の早期対応
ができる利点をいかした対策
に努めた。

人材育成

事　業

定期的な研修への参加によ
り、職員の育成に取り組まれ
ている。また、研修内容を水
平展開し、職員全体の資質向
上にも取り組まれている。

事務職員のスキルアップを図るた
めに定例的な研修会や新規研修
会に参加した。また、独自研修会
を開催した。

事務職員のためのきめ細かな人材育成プログラムが実施されている。

一般財団法人摂津市保健センターが担うべき役割について市と財団との共通認識に基づ
き、連携と役割分担の明確化が図られている。

一般財団法人保健センターと
して、また、摂津市の外郭団
体としての役割を強く認識し、
内部組織での検討を深めつ
つ、摂津市に対し、また、他
の団体に対しても自ら発信す
ることができた。　また今後、
より良い連携と役割分担につ
いて検討を進めていくための
素地を形成することができ
た。

国立循環器病研究センター、
摂津市医師会と覚書を交わ
すなど、市だけなく、関係機
関との連携強化に取り組まれ
ている。また、市との役割分
担も明確化され、がん検診事
業において、新たに乳がん・
子宮頸がん検診を指定管理
事業として受諾した。

国立循環器病研究センター、3師
会等が参加する健都に関する会
議に参加し健康のまちづくりにつ
いて、保健センターとしての役割
を意識し具体的な取り組みを考え
ることができている。

常勤事務職員2名で人事面、
福利厚生面、経理、法人管理
などすべての事務を担ってい
るため、能力アップのための
人材育成は欠かせないところ
であるが、同時に過重な負担
とならないような配慮も必要と
なる。今後ますますキャリア
アップを考慮した研修企画が
必要とされるところである。

専門職のためのきめ細かな人材育成プログラムが実施されている。

居宅介護支援事業所におい
ては、管理者の交代の必要
があったが、大阪府の実地指
導などへの対応もしっかりで
き、人材育成ができているこ
とを実感している。

関係機関の実施している研
修会への計画的な職員派遣
に加え、職員の市への出向を
実施することで、人材育成に
取り組んでいる。

専門職の研修を積極的に受講し、
スキルアップに努めた。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

事業の安定化 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

医師会とともに近隣の大学や大
規模病院に働きかけ、健診事業
に出向していただける医師の確
保に努める。

年次計画

医師会とともに、大阪医科大
学、大阪大学、済生会吹田病
院などの組織に働きかけ、安
定的な検診医師の出向体制
を目指す。

医師会とともに、国立循環器
病研究センター、大阪大学、
済生会吹田病院などの組織
に働きかけ、安定的な健診医
師の出向体制を目指す。

医師会とともに、大阪医科大
学、大阪大学、済生会吹田病
院などの組織に働きかけ、安
定的な健診医師の出向体制
を目指す。

指針該当項目（④） 実績

一部組織体制の変更により
協力を得られない団体もあっ
たが、上記の他多方面からご
協力をいただき、医師を確保
した。また、次年度に向けて
国立循環器病研究センターと
の関係確保に努めた。

大阪大学、済生会吹田病院と
の連携協力体制の継続を確
認した。
また、国立循環器病研究セン
ターと「特定健康診査等に関
する覚書」を交わし、さらに安
定的に健診を行うことのでき
る体制を構築した。

大阪大学、済生会吹田病院と
の連携協力体制の継続を確
認した。
また、国立循環器病研究セン
ターと「特定健康診査等に関
する覚書」を交わし、さらに安
定的に健診を行うことのでき
る体制を構築した。

業務の充実 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

駅前立地の好条件を生かし、夜
間帯での業務の充実を図る。

年次計画

特定保健指導などの健康増
進事業と介護予防を兼ねた
事業としてトワイライト事業を
開始する。市役所各課との連
携や市民団体との連携につ
いて協議を重ね事業展開を
図る。

少なくとも週4回のトワイライト
事業の展開を目指す。

トワイライト事業の継続。

指針該当項目（⑤） 実績

平日夜間帯にトワイライトエク
ササイズ講座を実施したほ
か、教育委員会との連携によ
り、施設の有効活用を図っ
た。

保健センター主催のトワイラ
イトエクササイズは火曜日、
木曜日、金曜日の3コースで
実施したほか、教育委員会実
施の親子エクササイズと合わ
せ実質週3回のトワイライト事
業となった。

トワイライト事業の継続して実
施した。

情報公開の徹底 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

法人の経営状況等についての
積極的な情報開示を実施する。

年次計画
ホームページを立ち上げ情報
公開に取り組む。

情報公開をより一層充実させ
る。

情報公開をより一層充実させ
る。

指針該当項目（⑬） 実績
ホームページ開設の準備を
行った。

4月1日付でホームページを
立ち上げた。同時に各種健診
の予約状況の公表とホーム
ページからの健診等の申込
み受け付けを開始した。

ホームページ上での健診等
の申込み受け付けを開始し、
予約状況の公表も実施した。

事　業

情報公開

国立循環器病研究センター、
摂津市医師会、保健センター
の3者で覚書を交わすことが
でき、安定した医師の確保を
図り、事業の安定化及びサー
ビス向上に取り組まれてい
る。

従来の団体に加え、新たに国立
循環器病研究センター等の団体と
も連携強化し、事業の安定化及び
サービス向上に努めた。

市民団体や関係機関等との協働により夜間帯での業務が拡大されている。

情報公開が徹底されている。

保健センター独自のホーム
ページの立ち上げは、情報公
開という観点からいえば、大
きな前進であったと考える。
抽選や先着判断の困難さな
どから、ホームページ上での
健診等の予約の確定はでき
ないが、予約申込みの受付を
開始した。また、予約状況の
タイムリーな情報提供、求人
情報やトピックニュースなどの
情報提供に努めた。

ホームページの運営について
随時改善を行い情報発信の
強化に努めた。

平成27年度よりホームページの開
設に伴い、各種健診等の予約状
況を随時更新し、ホームページに
掲載した。

大阪医科大学・大阪大学・その他近隣大規模病院等との連携が強化され、医師の確保がで
きている。

摂津市と国立循環器病研究
センター、また、摂津市と関西
大学との連携協力に関する
協定書が交わされ、それに基
づき、国循、摂津市医師会、
保健センターの3者で覚書を
交わし、安定した医師の確保
が図られた。

トワイライトエクササイズにつ
いて、新たに木曜日と金曜日
コースを増設し、駅前立地の
施設の有効活用と働く世代の
健康増進を推進した。今後は
参加者の健康増進自己管理
能力の向上について、より充
実した取組みを進めたい。

医療法に基づく医療機関とし
ての制約がある中、施設の夜
間利用に充実させ、市民サー
ビスの向上に努めた。

夜間帯の業務を実施することで、
新たな顧客を獲得することができ
た。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

情報の発信 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

HPを活用した情報発信の在り方
を検討する。

年次計画

将来的には、ホームページ上
で健診や健康教室の予約が
取れる体制を見通して、ホー
ムページを立ち上げる。

ホームページ上で市民が直
接チャレンジできる認知症や
生活習慣病の簡単チェック
アップコーナーの設定を検討
する。

ホームページ上での健診予
約申込みの見直し及び健康
教育の予約体制について検
討する。

指針該当項目（⑫） 実績
将来の予約システムの導入
を念頭に、ホームページの構
成を立案した。

簡単チェックアップコーナーを
検討したが、情報の選択や更
新等課題も多いことから、ま
ずはホームページを運用し課
題等の検討を行った。

ホームページ上で健（検）診
の予約ができるようになり、利
用した予約数の割合が増加し
た。

健康のまちづくりへの参画 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

摂津市とともに、「吹田操車場跡
地を中心とした健康・医療のまち
づくり会議」に出席しながら検討
を進める。

年次計画
国循を中心としたまちづくりプ
ロジェクトに参画し、健康のま
ちづくりの企画を検討する。

国循や大阪府の協力を得な
がら、摂津市の健康づくり事
業の具体的な展開について
検討する。

健康のまちづくり体制の中
で、保健センターが担うべき
役割や事業について具体的
な計画を立案する。

指針該当項目（④） 実績

まちづくりプロジェクトの一員
として会議に出席し、今後の
国立循環器病研究センターと
の協力関係の構築のための
検討を進めた。

国保ＫＤＢシステムの情報分
析、今後の保健事業や介護
予防の展開についての検討
を進めることができた。

データヘルス計画において課
題とされた糖尿病をはじめと
する生活習慣病の早期対応
について保健センターの利点
をいかした具体的な対策をた
てられた。

情報公開
ホームページの運営について
随時改善を行い利便性の向
上に努めた。

ホームページの開設に伴い、ホー
ムページから健診等の予約申込
みの受付を開始し、利用者の利便
性の向上に取り組んだ。

その他

摂津市とともに健康のまちづくりの施策展開が順調に進められている。

摂津市と国立循環器病研究
センター、また、摂津市と関西
大学との連携協力に関する
協定書締結を契機に、それに
基づく覚書を国循、摂津市医
師会、保健センターの3者で
交わすことができ、健診事業
の安定化は図られた。平成28
年度は、その他の保健事業
でも連携が進められる予定で
ある。

国循、摂津市医師会、保健セ
ンターの3者で覚書を交わす
ことができ、特定健診事業に
おいて、安定した医師の確保
を図り、事業の安定化及び
サービス向上に取り組むこと
ができた。また、その他保健
事業においても連携に努めて
いる。

国循、3師会等が参加する健都に
関する会議に参加され健康のまち
づくりについて、保健センターとし
ての役割を意識し具体的な取り組
みを検討した。また、具体的な施
策について健康課題である糖尿
病対策や生活習慣病予防への早
期介入などを実施した。

市民が情報を活用しやすい体制となっている。
ホームページを開設し運用す
る中で気づいた点や改善す
べき点などいくつかの点につ
いて改善するとともに、「健康
づくり年間日程表」の更新時
期に関する注意点や、健診等
申込みの先着順の取り扱い
など運用面での注意点などに
も気づくことが多くあった。今
後とも、ますます市民が情報
を活用しやすい体制づくりに
励みたい。
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■摂津宥和会　経営改善計画　

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

（1）摂津市社会福祉事業団と宥
和会との法人合併

年次計画
法人合併に向けた準備を進
める

新法人設立
経営の効率化の進捗状況に
ついて見直しを行う

指針該当項目（②） 実績

両法人と市役所で検討を重
ね、税理士、社会保険労務
士、大阪府等の助言を得て、
課題解決を図った。平成27年
4月1日、法人合併による新法
人摂津宥和会設立に至った。

平成27年4月1日、摂津宥和
会を設立した。
平成２９年４月に実施される
社会福祉法人制度改革につ
いて、理事・評議員等の職務
内容、地域貢献活動等の検
討を行った。

29年度より実施される社会福
祉法人制度改革に対応する
ため、研修会受講等の準備
をし、新理事・監事・評議員の
選任、及び大阪府へ定款変
更申請を行った。

(2)合併検討委員会を設立 年次計画 規約制定6月1日
平成27年1月に大阪府より合
併認可があり、公示期間後4
月1日合併を実施

指針該当項目（②） 実績
平成27年４月合併に向けて、
月に数回事業団、宥和会、市
の３者で協議を行った。

4月1日合併を実施

(3)定款等諸規則の制定 年次計画 年度中に策定
必要に応じ規則改正等を行
う。

必要に応じ規則改正等を行
う。

指針該当項目（②） 実績
合併検討委員会で協議を行
い、定款等の規則を制定し
た。

就業、給与、契約職員等の雇
用規則等の改正を行った。

就業、給与規則等の改正を
行った。

(4)人事交流の実施 年次計画 年度後半に実施
合併に伴い、人事異動による
職員の交流及び各種研修会
の実施

人事異動による職員の交流
及び各種研修会の実施

指針該当項目（②） 実績
法人合併のスムーズな実施
を目指し、平成26年10月に、
１名人事交流を行った。

法人内にて、障害児者の虐
待防止、特定個人情報、パワ
ハラ研修等を実施すると同時
に、法人の今後の事業展開
の参考の為、市施設管理公
社に１名の研修派遣を行う。
また法人内施設の活性化の
ため７名の人事異動を行っ
た。

法人内にて、外部講師による
虐待防止、防犯、服務規律に
ついての研修を実施した。
また法人内施設の活性化の
ため４名の人事異動を行っ
た。

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

合併検討委員会で検討を重
ね、平成27年4月1日に新法人
の各規則を制定した。今後も、
法改正や経営状況に合わせ
て、必要な改正を実施してい
く。

一体的に運営を行うために、
人事異動等を実施した。

引き続き合併前の旧法人の
枠を越えた人事異動を実施し
て職場の活性化に取り組ん
だ。また、警察協力の下、防
犯訓練を各事業所で実施し
た。

法人合併は平成27年度当初
に実施済み。平成29年度に
実施予定の社会福祉法人制
度改革に向けて遅滞なく準備
を進めることができた。

合併により検討委員会は終
了した。

━

市の助言等を受け、必要な諸
規則を制定、改正を実施する
ことができた。

就業、給与規則等の改善を
実施した。

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

【３ヵ年の実績】
両法人と市役所で検討を重ね
た結果、法人合併を行うことが
できた。また、29年度からの社
会福祉法人制度改革に向けた
準備を行った。
【評価】
当初の予定通り、平成27年4
月1日に法人合併を実施する
ことができた。
【今後の方針】
29年度からの新社会福祉法
が、施行後スムーズに対応で
きるよう、さらに情報収集を重
ね、法令に沿った法人運営を
していく。

経営力の向上、強化、効率化を
目指した法人合併の実施

目標
一体経営による経営力強化と効率化を図るべく、摂津市社会福祉事業団と宥和会との法
人合併を実施する

平成２９年度からの社会福祉
法人制度改革に向けて、定
款変更、及び理事・評議員・
監事の選任を行うことができ
た。

合併前の人事交流、合併後の
人事異動を通じ、職場の活性
化を図ることができた。
今後も、人事評価制度に基づ
き、積極的な人事異動を実施
し、適材適所の人材配置に努
めていく。

経営・団体運営
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【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(1)統合後の事業、サービスの質
や健全経営に向けた検証

年次計画 内部検証 内部検証
統合後事業やサービスの第
三者評価を実施

指針該当項目（③） 実績
合併検討委員会で、統合後
の事業やサービスについて
協議した。

法人として必要とされるサー
ビスとしてグループホーム、
自立訓練、法人内の２ヵ所で
実施している生活介護につい
て支援内容等を検討をした。

・ひびきはばたき園での自立
訓練事業の実施について、
29年度からのに実施向け、法
人内で検討を重ね、大阪府と
協議を行った。
・みきの路と、ひびきはばたき
園との間での、生活介護送迎
の相互乗り入れについて、29
年度からの実施を目指し、両
施設の担当者間で検討を重
ねた。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(1)給与制度の見直し、休日休暇
の削減、職員の兼務等による人
件費の見直し

年次計画
・常勤嘱託制度の導入
・新給与規則の検討

・新給与規則の施行
・昇給間差の縮小
・人事考課の導入
・休職者の給与の見直し

・対前年比で人件費割合を減
らす
・必要に応じ給与改正等を行
う。

指針該当項目（⑨） 実績

常勤嘱託制度を計画通り導
入し、２７年度以降は正職に
移行していく。また、合併に伴
う給与の見直し（現給保障）
及び新給与規則の導入を実
施した。

年次計画の「新給与規則」
「昇給間差の縮小」「人事考
課の導入」「休職者の給与の
見直し」等を実施した。
更に職員配置及び更なる新
給与制度の導入についての
問題等を検討をした。

28年度決算予測において、
対27年度比で、人件費割合
を削減できる見通しである。

(2)市単独費事業である地域活
動支援センター事業の見直し

年次計画
生活介護に移行し給付費の
対象とし、増収を図る。

日々利用者の増員を行い、
給付費の増収を図る。

日々利用者の増員を行い、
給付費の増収を図る。

指針該当項目（⑧） 実績
地域活動支援センター事業
から給付費事業へ移行した。

ひびきはばたき園の利用定
員６０名に対し、７５名の利用
者と契約を行った。

28年度より利用者の夏休み
を廃止し、給付費の増収を
図った。

(3)児童発達支援センターのサー
ビスの拡大による増収

年次計画
保育所等訪問支援の実施に
よる増収

サービス提供日数の見直しを
行い、給付費の増収を図る。

サービス提供日数の見直しを
行い、給付費の増収を図る。

指針該当項目（⑧） 実績
延べ208人の保育所等訪問
支援を実施した。

保育所訪問で年間約１００人
の利用増があった。

保育所等訪問の利用は微増
であったが、認知度が高まっ
た。

②サービスの検証
法人・職員・利用者・利用者家族
の視点に立った運営を行う。

目標
就学前の療育施設から入所施設までを一体的に経営をすることにより、揺るぎない経営基
盤を構築し、統一された経営ビジョンのもとで利用者に一貫したサービスを提供する。

法人として、今後必要とされ
る一貫としたサービスが提供
できるよう、自立訓練事業、
及び生活介護事業の相互乗
り入れの平成29年度からの
実施を目指し、担当者間で検
討を重ねた。

サービス向上に向けて法人
合併後の事業見直しを行い、
29年度から実施する新規
サービスについて市や大阪
府と協議を重ね、準備を整え
ることができた。

【3ヵ年の実績】
法人内で、今後の事業展開に
ついての検討を重ね、グルー
プホームを5ｶ所開設、また、29
年度からの自立訓練事業の実
施及び生活介護送迎の相互
乗り入れに向けての準備を
行った。
【今後の方針】
29年度より、自立訓練事業、
相互乗り入れを実施、課題を
修正していきながら、より質の
高いサービスの提供を目指し
ていく。

①人件費の見直し
職員配置や給与制度を見直す。

目標 合併後の法人が、独立採算で恒久的に健全運営できるよう、給与体系の見直しを行う。

給与体系の見直しについて、
引き続き施設連絡会で検討
を重ね、人件費割合の削減
につなげることができた。

法人合併に伴う給与体系の
見直しは実施できたが、法人
の自立性、独立性を高めるた
めには今後も引き続き給与
や昇給等の見直しを進めて
いく必要がある。

効率よく市内保育所を訪問す
ることが出来た。認知度を高
めることができた。

収入の増加に向け、サービス
の拡充に取り組んだ。更なる
利用者の増加に向けた取組
みが必要である。

3年間かけて利用者増を図り、
関係機関への認知度がアップ
した。今後のニーズの広がり
に伴い、さらなる利用者増につ
なげていきたい。

【3ｶ年の実績】
法人合併に伴い、給与の見直
し（現給保障）を実施し、人件
費の削減を実施した。
【今後の方針】
・人事評価制度を給与・賞与に
反映させていくことで、人件費
の見直しを図っていく。
・今後の報酬改定による給付
費の変動を踏まえ、給与規則
の改正について検討していく。

給付費を増収させることがで
きた。

利用者の確保に努めている
が、実態は定員以上の利用
者と契約を交わしている。今
後は欠席者の減少に向けた
取り組みを行う必要がある。

給付費事業への移行、利用契
約者の増加により、給付費の
増収を図ることができた。
今後は、自立訓練事業の実施
により、さらなる給付費の増を
目指していく。

経営・団体運営
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【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

(3)児童発達支援センターのサー
ビスの拡大による増収

年次計画
つくし園の受け入れ拡大によ
る増収

通園日数の見直しを行い、給
付費の増収を図る。

通園日数の見直しを行い、給
付費の増収を図る。

指針該当項目（⑧） 実績

通所が必要な児童の受け入
れを拡大し、1日平均利用者
数は26.8人から28.7人となっ
た。

児童発達支援センターの年
間利用児数が約３００人の利
用増があった。

児童発達支援センターの年
間利用児数が約１５０人増加
した。

(4)第1児童センターの職員配置
の見直し

年次計画
臨時職員の雇用日数減によ
る人件費削減

人事異動を実施し、職員の活
性化に努める。

人事異動を実施し、職員の活
性化に努める。

指針該当項目（⑨） 実績
夏季期間の開館時間の延長
を行うが、雇用日数の減を行
い、人件費の削減を行った。

人事異動を実施し、人件費の
削減を行った。

契約職員の変更により、職員
の活性化が図れた。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(1)基本財産の増額と運用資金
の確保

年次計画
決算剰余額の1/2を積み立て
る。

経常経費の削減に努める。 経常経費の削減に努める。

指針該当項目（⑨） 実績

経常経費の削減に努め、剰
余額の1/2(220万円）を含め
総額8,524千円の積み立てを
行った。

電力の自由化に伴い、電力
会社の見直しを行い、経費の
削減に努めた。

28年度決算においても、余剰
金の更なる積み立てを実施
できる予定である。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(１)
・職員の年齢構成を是正
・法人内での人事異動
・人事評価制度を導入する

年次計画 新組織の体制について検討 人事評価制度の導入
法人内での積極的な人事異
動により相互補完を行う。

指針該当項目（②） 実績
合併を前提に、人事交流を
行った。

人事評価制度を導入し職員
の課題等の整理を行った。
また、４月に３名の人事異動
を実施し、施設の活性化を
図った。

人事評価を実施し、職員の課
題等の整理を行った。
また、４月に４名の人事異動
を実施し、施設の活性化を
図った。

児童発達支援センターとして
は、各サービスでそれぞれ増
減があるが、全体としては微
増である。今後もさらに工夫を
重ねて、給付費の増収を図っ
ていく。

人事異動、契約職員の入替
により、施設の活性化を図る
ことが出来た。

職員体制の見直しを行うこと
で人件費の削減に努めた。

【3ｶ年の実績】
開館時間の延長による勤務時
間の延長は勤務のシフト制を
組み超過勤務を招かないよう
にした。かつ職員配置の見直
しにより人件費の削減を図っ
た。

【3ｶ年の実績】
経常経費の削減に努めたこと
で、余剰金の積み立てを重ね
ることができた。
【今後の方針】
今後も、経常経費の削減に努
めるととに、29年度からは、顧
問会計士出席のもと、法人の
経営についての会議を年3回
実施予定。期中に経営分析を
重ねていくことで、さらなる経
費削減に努めていく。

前年度よりも、利用児数を増
やすことができ、給付費の増
収につなげることができた。

一日の定員を増やすことで、
給付費の増収を図った。

②合併後の財政力の強化
決算を見直すなかで、統合後の
財政基盤を強化する。

目標 合併後の法人が、独立採算で恒久的に健全運営できるようにする。

光熱水費や消耗品等の経常
経費の削減に努めることで、
余剰金を積み立てることがで
きている。

引き続き経費削減に取り組ん
でいるが、多くの経費を人件
費が占めており、独立採算で
健全な経営を行うには、更な
る人件費の見直しに取り組む
必要がある。

①意欲的な職員の育成
職員の資質向上のために、自主
的・自発的な能力開発を醸成す
る仕組みを構築し、自己啓発に
意欲的な職員を育成する。

目標
社会福祉の推進に意欲をもち、利用者個人が尊厳を保持しつつ自立した生活を地域社会
において営むことができるように支援を行う職員を育成する。

人事異動の実施により、引き
続き相互補完を行うことがで
きている。

人事評価制度の実施や法人
間の人事異動など、新たな風
を取り入れ職場の活性化に
取り組んだ。

【3ｶ年の実績】
27年度より、人事評価制度を
導入し、職員の課題等の把握
に努めた。併せて積極的な人
事異動を実施した。
【今後の方針】
今後は、人事評価を給与・賞
与の評価に反映できるよう、専
門家の意見を取り入れなが
ら、さらに詳細な制度を作成し
ていく予定。

財　務

人材育成

摂津宥和会　3 / 6 



【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

(2)採用も含めた具体的な人材
育成計画を策定する。

年次計画
合併検討委員会で人材育成
計画を検討

福祉サービスに対応する人
材育成計画を検討する。

福祉サービスに対応する人
材育成計画を検討する。

指針該当項目（⑨） 実績
求める人材を明確化し新規
採用を行い、福祉サービスの
向上を図った。

「資格取得助成制度」「自主
グループ助成制度」を導入
し、職員の人材育成を行っ
た。
また市施設管理公社に職員
を研修派遣し、人材育成を行
う。

引き続き、「資格取得助成制
度」「自主グループ助成制度」
を実施し、職員の人材育成を
行った。
また、主に大阪府社会福祉
協議会主催の外部研修を積
極的に受講し、その伝達研修
を職場で実施していくことで、
人材育成を図った。

(3)専門資格取得に向けた職員
の意欲を高める制度を創設す
る。

年次計画
既存の専門資格助成制度の
活用

福祉専門職である介護福祉
士、保育士、サービス管理責
任者研修の受験の推進

福祉専門職である介護福祉
士、保育士、サービス管理責
任者研修の受験の推進

指針該当項目（⑨） 実績
福祉専門職である介護福祉
士、保育士、サービス管理責
任者研修の受験を推進した

福祉専門職の受験に８名の
支援を行い、サービス管理責
任者研修に６名受講させた。

福祉専門職の受験者７名に
対して支援を行い、サービス
管理責任者研修を４名受講さ
せた。

(4)人事評価制度を給与評価に
活用する。

年次計画 合併検討委員会で検討 Ｈ28.1の定期昇給時に実施 定期昇給時に実施

指針該当項目（⑨） 実績
給与規定で、通常の昇給差
を２号給とし、評価での上積
みを規定した。

平成２７年１１月に人事評価
を実施した結果、全員通常の
昇給のみとした。

平成２８年１２月に人事評価
を実施し、前年度と同様に全
員通常の昇給のみとした。

(5)今後５年間で高齢職員の活
躍する職域を広げ、世代交代を
図る。

年次計画 合併検討委員会で検討 プロジェクトチームで検討 プロジェクトチームで検討

指針該当項目（⑨） 実績
検討委員会で再任用に係る
給与体系を整備した。

施設長会議で３年後に発生
する職員の再雇用問題と、労
働契約法の改正による契約
職員の無期雇用転換時期と
併せて検討を行った。

施設長会議において、労働
契約法の改正による契約職
員の無期雇用転換について
検討を重ねた。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

指針該当項目（⑤） 実績
Ｈ26.12に鳥飼本町に２ヵ所目
のグループホームを開設し
た。

新たに新規で２ヵ所（別府、鳥
飼西）のグループホームを開
設した。

新たに新規で１ヵ所（鳥飼本
町）のグループホームを開設
した。

人事評価制度福祉施設職員
として求められる人材への育
成を行った。

市と同様に人事評価制度を
実施し、職務能力が給与に反
映するよう取り組んだ。

資格取得助成制度の利用を
推進し、また、外部研修を積
極的に受講させることで、人
材育成を図った。

資格取得や自主研修等への
助成制度により、職員が新た
な資格取得に取り組むなど意
欲向上、意識改革の助長を
図れた。

「資格取得助成制度」「自主グ
ループ助成制度」を導入、職
員専門資格取得を推進し、人
材育成を図った。
今後は、定年退職の予定をふ
まえた計画採用の実施を検討
していく。

引き続き、資格取得を積極的
に推し進めた。

資格取得時にかかる受験料
を全額・半額補助するなど、
法人として有資格者の増進を
バックアップした。

毎年度、計画的に相談支援初
任者研修・サービス管理責任
者研修を受講させることができ
た。
今後も、計画的な受講により
人材育成を図っていく。

人事評価制度を導入、継続し
て実施している。
今後は、給与・賞与評価に反
映できるよう、詳細な制度を作
成していく。

契約職員の無期雇用転換に
ついて、引き続き検討を重ね
た。

50代職員の割合が高く、今後
迎える大量退職時代を控え、
再任用など雇用形態の在り
方について検討を重ねた。

合併検討委員会において、再
雇用の給与体系を整備し、そ
の後は施設長会議において、
再雇用問題・無期雇用転換に
ついての検討をすることができ
た。今後は、顧問社会保険労
務士の意見を取り入れなが
ら、29年度末からの実施に向
けた規程の整備等を検討して
いく。

①事業の新設
市の福祉サービスの状況を鑑み
障がい者に特化した事業を新設
し、今以上に利用者に選ばれる
専門性の高いサービスを提供で
きる事業所を目指す。

目標 合併後の法人が、独立採算で恒久的に健全運営できるよう業務拡大を行う。

グループホーム５ヵ所の運
営、及び自立訓練事業の検
討を行い、問題等の整理をす
ることが出来た。

28年度もグループホームの
新規開設を実施し、独立採算
による健全運営に向けた礎を
築いた。また、さらなる新規
サービス導入に向けた準備
にも取り組んだ。

（1）5年後をめどに居宅介護事
業、自立生活訓練等の事業を行
う。

年次計画 合併検討委員会で検討 プロジェクトチームで検討 プロジェクトチームで検討

【3ｶ年の実績】
グループホームについては、
28年度末時点で、5カ所開設
（定員総数３０名）することがで
きた。
【今後の方針】
グループホームの更なる開設
について検討を重ねていく。ま
た、29年度より、ひびきはばた
き園において、自立訓練事業
を実施していく。

事　業
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【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

(2)せっつくすのき訓練生の障が
い種別拡大

年次計画
知的・身体障がいに加え、発
達障がい者の受け入れの検
討

助成金制度の変更により再
検討

助成金制度の変更により再
検討

指針該当項目（⑤） 実績
Ｈ27.1に雇用支援機構より発
達障がいも含めた新助成金
制度の説明があり検討した。

厚生労働省の「障害者職業
能力開発助成金」に変更さ
れ、訓練生の出席状況による
助成金不支給等の問題につ
いて課題整理した。

出席状況による助成金不支
給等の問題については、継
続して要望を行う。
発達障害のみの障害では受
け入れが困難（手帳種別の
違い）であるが、知的障害と
の重複の方の受入れを行っ
た。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

開館時間の延長
5月～8月1時間延長

指針該当項目（⑤） 実績

開館時間の１時間延長によ
り、延べ2,000人の利用者の
増加につながった。
移動児童館は16回実施した。

将来の地域活動リーダーの
養成に向け、市主催事業へ
職員を派遣し研修を行った。

ホームページの内容充実な
どによる広報活動もあり利用
証の発行枚数が前年比１０１
枚増加し１．４５９枚発行し
た。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

指針該当項目（⑤⑦⑧） 実績
後半期に人事交流にて職員
１名増員することにより、計画
相談数の増加に繋がった。

市内障害児者の計画相談対
象者のほぼ全員の支援を
行った。

専門性を高めるために、計画
書のチェック体制を強化した
り、毎週1回定例的にスー
パービジョンを実施した。

④グループホーム事業の拡大 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

グループホーム事業を拡大して
いく

年次計画
グループホームの定員増とい
う形で、新規にグループホー
ムを開業（定員総数５名）

グループホームの定員増とい
う形で、新規にグループホー
ムを開業（定員総数１０名）

グループホームの定員増とい
う形で、新規にグループホー
ムを開業（定員総数１５名）

指針該当項目（⑤） 実績

法人独自事業の拡大を図る
ため、１２月にグループホー
ム（５名定員）１か所を新たに
摂津市内に開設した。

新たに新規で２ヵ所（別府、鳥
飼西）のグループホームを開
設し、４か所とした。

新たに新規で１ヵ所（鳥飼本
町）のグループホームを開設
し、５カ所とした。

【3か年の実績】
市内障害児者の計画相談支
援については3名を除いて全
員に導入できた
【評価】
概ね計画通り遂行でき、残り3
例についても平成29年4月中
に終了見込み。数的目標はほ
ぼ、達成した。
【今後の方針】
数的目標は、達成したが、今
後は、利用者の地域生活が充
実していくように支援の質の向
上を目指していく。

目標

情報収集のため就業支援
ネットワークに加入し、助成
金について府内６ヵ所の訓練
委託校で調整を行い、安定的
な運営が出来るように大阪労
働局に働きかけた。

訓練生の障害種別拡大につ
いては、助成金制度の対象と
なるか否かが大きく影響する
ため、制度改正による長所・
短所を整理し、改善が望まし
い項目をまとめ再検討を要望
した。

助成金の制度については、継
続して要望を行っていき、安定
した施設運営を行えるよう努
力する。
当面は、継続して出席が可能
な知的障害と発達障害の重複
された方を受入れ行い発達障
害の方の職業訓練のノウハウ
を蓄積する。

②事業の拡大
第1児童センターでの事業の拡
大を行う。

目標 合併後の法人が、独立採算で恒久的に健全運営できるよう業務拡大を行う。

ホームページの内容を充実さ
せ、定期的に更新すること
で、利用証の発行枚数の増
加につなげることができた。

開館時間の延長により利用
者数が増加しているが、近隣
校区（第一中学校区、第三中
学校区）以外の児童の利用
が少ないことから、移動児童
館の実施を増やすなどの対
応が必要である。

【3か年の実績】
開館時間の延長、ホームペー
ジの内容充実などから利用証
の発行枚数、年間延利用者数
も増加した。登録ボランティア
や大阪人間科学大学との業務
連携、さらに民生児童委員と
の関わりなど多種多様な人間
関係を経験できる事により一
過性ではない連続したつなが
りが生まれている。移動児童
館は学童保育室へのけん玉
の出張認定に加え公民館など
との連携を図り実施していく。

（1）第1児童センターの利用者拡
大のために時間延長などを行
う。

年次計画
魅力ある開館運営を行い、更
なる利用者の増加を行う。

魅力ある開館運営を行い、更
なる利用者の増加を行う。移動児童館の実施　年間12

回

28年度末時点で、5カ所のグ
ループホームを開設（定員総
数３０名）することができた。
今後は、入居者の確保に努め
るとともに、次の開設に向けた
検討を重ねていく。

予定通りグループホームの
新規開設を実施し、独立採算
による健全運営に向けた礎を
築いた。

（1）障害者総合相談支援セン
ターにおける計画相談支援該当
身体・知的障害者へのサービス
提供

年次計画

前半期は、現有職員体制で
実施、後半期は、宥和会との
交流人事にて相談支援専門
員を1名増員

新規で２名採用し、７名体制
で市内障害児者の計画相談
を行う。

専門性を永続的に確保でき
るように人材育成をしながら
世代交代の準備を進める。

③支援体制の整備
相談支援専門員を増員して支援
体制を整備する。

合併後の法人が、独立採算で恒久的に健全運営できるよう業務拡大を行う。

引き続き職員の専門性を高
めるため、相談支援専門員
研修の受講、及び計画書
チェック体制の強化等を図っ
た。

計画相談についてはほぼ
100％の達成率となったが、
職員体制については下半期
は人員不足状態であり、改善
が必要である。

法人独自事業（グループホーム）の拡大により、法人としての資産を増やす

グループホームを５か所とし
て、定員を３０名とすることが
出来た。

事　業
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【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

進捗状況
【平成28年度】

自己評価（団体）
【平成28年度】

所管課評価（市）
分野

行動計画
（具体的取組み）

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

(1)情報管理の徹底 年次計画
合併に向けて情報セキュリ
ティーを再構築する。

実施 随時更新

指針該当項目（⑫） 実績
ホームページ作成にあたっ
て、情報公開に関する職員研
修会を定期的に実施した。

マイナンバー制度導入に伴
い、新たに特定個人情報取
扱規程を制定した。

特定個人情報取扱規程に基
づき、職員よりマイナンバー
を取得、適正な保管に努め
た。

(2)法人独自のホームページを
立ち上げ、外部への情報発信を
積極的に進める。

年次計画
法人のホームページを充実さ
せる

新法人のホームページを作
成、整備する

随時更新してホームページの
充実を図る

指針該当項目（⑬） 実績

法人合併と同時の立ち上げ
に向け、新法人全体でホーム
ページを新たに開設する準備
が整った。

ホームページ導入と同時に、
施設行事や職員採用情報、
資産公開等外部へ情報発信
を行った。

施設行事や職員採用情報
等、、ホームページを定期的
に更新することで、外部への
情報発信を行った。

(3)フローチャートや鳥瞰図を用
い、誰が見てもすぐに理解でき
るマニュアルを作成する。

年次計画 プロジェクトチームで検討 検討
随時更新
実　　施

指針該当項目（⑬） 実績

法人合併による職員の異動
も想定し、理解しやすい業務
マニュアルづくりに向け検討
をした。

２つの法人が合併をしたこと
によりマニュアルづくりの課題
を再確認することが出来、マ
ニュアルの内容によって法人
または施設ごとで、課題の整
理を検討した。

大阪府の指導監査、第三者
評価受審の準備とあわせて、
法人全体でマニュアルの内
容の見直し、整備を行った。

(4)第三者評価を受審する。数年
ごとに計画的に評価を受ける。

年次計画 内部評価 内部評価
統合後サービスについて第
三者評価を実施

指針該当項目（⑬） 実績
平成２５年実施の受審内容を
再度検証した。

次年度に第三者評価の受審
を予定しており、利用者の自
治会活動や家族会等で利用
者ニーズ等の把握を行った。
また、前回の受審結果で評価
の低い部分について再度検
討した。

児童発達支援センター・ひび
きはばたき園の２施設におい
て、大阪府社会福祉協議会
の第三者評価を受審した。

デジタル化に関する外部研修を
積極的に受講する

年次計画
デジタル化に関する外部研
修を受講する

デジタル化に関する外部研
修を受講する

デジタル化に関する外部研
修を受講する

指針該当項目（⑬　） 実績

２７年度に導入する新会計基
準に対応した会計ソフトの外
部研修を複数回実施した。
ホームページ作成の講習会
を受講して、財務諸表の公開
を行った。

該当する内容、時期等にふさ
わしい研修内容がなく、法人
職員のＯＡ訓練担当職員が
講師となり、ホームページ作
成の注意事項やデジタル機
器の取扱等の研修を行い、
デジタル機器を導入し、利用
者に情報提供をした。

・会計ソフトの運用について、
27年度運用後の課題を踏ま
え、ＴＫＣによる勉強会を実
施、課題の解決を図った。
・みきの路において、支援ソフ
トを導入し、今まで手書きで
あった日々の記録や個別支
援計画のデジタル化を図るこ
とができた。

情報公開

①情報公開制度の確立
情報公開を推進するための仕組
みづくりを行う。

目標 社会福祉法人の公共性に鑑み、法人運営の透明化を図り、健全経営に資する。

特定個人情報取扱規程に基
づき、個人番号の適正な保管
に努めた。

法人全体でマニュアルの内
容の見直し、整備を行った。

神奈川で発生した障害者入
所施設襲撃事件を機に、防
犯マニュアルの大幅な改善に
取り組んだ。

ホームページを定期的に更
新することにより、積極的な
情報発信を行うことが出来
た。

ホームページについては随
時新たな情報へ更新し、より
多くの方に見てもらえるよう創
意工夫が必要である。

法人独自のホームページを作
成し、また定期的な更新を実
施することで、情報発信をする
ことができた。今後は、内容の
さらなる充実を目指し、外部業
者への委託を検討していく。

法人合併を機に、各施設でマ
ニュアルの内容の見直し、整
備を実施することができた。
今後は、第三者評価の受審結
果も踏まえ、サービスの向上
に繋げていけるよう、各施設に
おいて更なる見直し行ってい
く。

漏洩事故が起こりやすい個
人情報などの情報管理につ
いて、セキュリティ研修を実施
し事故防止に努めた。

児童発達支援センター・ひび
きはばたき園の２施設におい
て、大阪府社会福祉協議会
の第三者評価を受審した。

2施設において第三者評価を
実施し、評価内容の検証を踏
まえたサービス向上について
検討した。

25年度の受審内容をもとに、
第三者評価受審に向けた準備
を実施し、28年度中に2施設に
おいて、受審することができ
た。
29年6月には、みきの路におい
ても受審予定。先に実施した3
施設と合わせて、受審結果に
ついて検討を重ね、今後の
サービス向上に活かしていく。

会計ソフトの運用について、
27年度運用後の課題を踏ま
え、各施設担当者に対して、
ＴＫＣによる勉強会を実施、課
題の解決を図ることができ
た。

会計ソフトや支援ソフトの導
入などデジタル化を進め、事
務処理の効率化に取り組ん
だ。

新会計ソフトの運用について、
運用前、1年間の運用後に勉
強会を実施し、課題の解決を
図ることができた。今後は、更
なる活用を目指し、顧問会計
事務所やＴＫＣとの連携を深め
ていく。

マイナンバー制度導入に伴
い、法人として特定個人情報
取扱規程を制定、適正な運用
を実施することができた。
今後も、制度の運用拡大が予
想されるため、顧問会計士とも
連携しながら、適切な運用に
努めていく。
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■摂津市シルバー人材センター経営改善計画

規則の整備 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

法令に則った各種規則の整備
を行い、これを遵守する。

年次計画 規則の整備を行う。
必要に応じ規則改正等を
行う。

必要に応じ規則改正等を
行う。

指針該当項目（－） 実績

公印取扱者の定めを新た
に設けるなど、公印の取り
扱いについて詳細を定め、
適格でスムーズな事務処
理を行うことができるよう、
平成26年7月に事務処理
規則の改正を行った。

事務局体制の充実を図り、
事務局設置規則の改正を
行い、２課制を導入した。

事務局体制の充実を図る
ため、事務局設置規則の
見直しを行い、事務分担の
変更について検討した。

優秀な人材の確保 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

3年毎に従事者が交代する
ルールの中で、交代時にサー
ビスレベルを低下させないた
めに、早期に現場実習を行うこ
とで優秀な人材を確保するとと
もに、現場実習を確実に行うこ
とでサービスの維持向上を図
る。

年次計画
早期現場実習の実施によ
り、優秀な人材を確保す
る。

早期現場実習の実施によ
り、優秀な人材を確保す
る。

早期現場実習の実施によ
り、優秀な人材を確保す
る。

指針該当項目④ 実績

現場実習については、優
秀な人材を確保するため
実習開始時には必ず職員
が立ち会いをして実習の
充実を図り、また、後継者
育成が必要な職種（除草・
植木剪定など）について、
現場体験会の開催を検討
した。

現場実習については、引き
続き優秀な人材を確保す
るため実習開始時には必
ず職員が立ち会いをして
実習の充実を図る。また、
後継者育成が必要な職種
（除草・植木剪定など）につ
いて、新入会説明会などで
積極的に会員に声をか
け、希望者を実習に入れ
た。

現場実習については、引き
続き優秀な人材を確保す
るため実習開始時には必
ず職員が立ち会いをして
実習の充実を図った。入会
説明会では、専任の役員
が就業上の留意点など体
験談を話す時間を設けた。
また、新入会員への就業
紹介をできる限り早期に行
うため、入会説明会で就業
情報の内容を説明し、希
望者には即日面談を行っ
た。

多様化するニーズ
への対応

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

多様化するお客様のニーズに
対応するため、一般労働者派
遣事業及び職業紹介事業を開
始する。

年次計画
検討・実施

（15件）
実施

（20件）
実施

（20件）

指針該当項目⑦ 実績

請負・委任との契約形態の
違いから手数料がアップす
ることがネックになり交渉
は難航したが、議論を重
ね、平成27年度当初から
の一般労働者派遣契約を
1件獲得した。

民間事業所担当者が積極
的に営業に回ることで、一
般労働者派遣契約を９件
獲得した。

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで一般労働者派
遣契約を継続を含めて37
件獲得した。

【3ヵ年の実績】
仕様書の点検と業務のマニュアル化を
行った。
【評価】
業務のマニュアル化を進めたことで実
習がスムーズに進行し、より早い段階で
の就業に結び付いた。
【今後の方針】
各現場ごとのマニュアル化をさらに進
め、円滑な業務引き継ぎ体制を整備す
る。

お客様のニーズをくみ取った、多様化する契約への柔軟な対応が行われている。

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで、件数で約4倍、
金額で約5倍の契約を獲得
し、お客様のニーズに合っ
た事業展開ができた。

専門の就労開拓嘱託員を
配置したことで、多くの契
約を取ることができ、目標
を達成している。今後も専
門の嘱託員による積極的
な営業を期待する。

【3ヵ年の実績】
平成27年度から開始した一般労働者派
遣事業及び職業紹介事業は、専門の就
労開拓嘱託員をおき営業活動を行った
結果、平成28年度実績は平成27年度に
対して件数で約4倍、金額で約5倍に拡
大した。
【評価】
相談件数の推移からお客様のニーズに
合った事業を展開できている。
【今後の方針】
様々なお客様のニーズに対応するた
め、より多くの会員を募集しなければな
らないため、普及啓発に努めていく。

【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

経営・団体運営

諸規則の整備とその遵守により、法令遵守が徹底されている。

事務局施設置規則の見直
しを行うとともに職員への
研修を行い、法令遵守の
徹底を図ることができた。

２課制を導入し１年が経過
し、思った以上の成果は現
れなかったようだが、事務
分担についてよく検討がな
されている。適切な規則改
正が行われ、それを職員
にしっかりと周知され、法
令遵守が徹底されている。

【3ヵ年の実績】
平成26年度からの計画期間で事務処理
規則をはじめ2つの規則改正を行った。
職員に向け改正した規則をはじめ諸規
則の研修を実施した。
【評価】
適切な規則改正、職員への周知を行
い、法令遵守の徹底が図れた。
【今後の方針】
研修対象者を全職員とするよう研修体
制を整備するとともに引き続き、必要に
応じて規則改正等を実施する。

早期実習の実施により、優秀な人材が確保されている。

現場実習に引き続き職員
が立ち会うことにより実習
を充実させることができ
た。
入会説明会では、専任の
役員が就業上の留意点な
どを話すことで新入会員に
現場の状況を伝えた。ま
た、新入会員にできるだけ
早く就業紹介ができるよう
入会説明会で就業情報を
説明し、希望者には即日
面談を行い、現場実習の
日程を決定することができ
た。

入会説明会で専任の役員
が就業上の留意点などを
話す時間を設けるなどの
工夫がされており、優秀な
人材育成ができていると思
われる。しかし、担い手が
少ない職種（技能職）につ
いてはなかなか希望者が
いないため、今後の仕事
の請負に影響が出てくるこ
とが懸念される。

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

組織体制の強化 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

現場責任者として経験豊富な
高齢職員を雇い入れ現場対応
にあたるとともに、プロパー職
員が土日祝日を含め常に出勤
している体制を整えることで、
突発事項に対応する。

年次計画
新規雇用
土日祝開業

継続雇用
土日祝開業

継続雇用
土日祝開業

指針該当項目⑩ 実績

指定管理業務を行う体育
施設の現場責任者として
経験豊富な高齢職員を採
用、配置するとともに、プロ
パー職員が土日祝日を含
め常に出勤している体制を
整えることで、突発事項に
対応した。

指定管理業務を行う体育
施設の現場責任者として
経験豊富な高齢職員の雇
用を継続し、配置するとと
もに、引き続きプロパー職
員が土日祝日を含め常に
出勤している体制を整える
ことで、突発事項に対応し
た。

指定管理業務を行う体育
施設の現場責任者として
経験豊富な高齢職員の雇
用を継続し、配置するとと
もに、引き続きプロパー職
員が土日祝日を含め常に
出勤している体制を整える
ことで、突発事項に対応し
た。

中長期計画の策定 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

中長期計画を策定し、実績の
検証を行っていくことで事業の
方向性を明確にする。

年次計画 中長期計画を策定する。
結果の検証を行い、目標
を再確認し、実現を目指
す。

結果の検証を行い、目標
を再確認し、実現を目指
す。

指針該当項目③ 実績

今後の方向性を示す中期
計画について、策定委員
会（今回限り。）を立ち上
げ、シルバー人材センター
理事からと、市担当課推薦
により委員を選任し、検討
を重ね、平成27年度から
31年度までの中期計画を
策定した。

策定した中期計画に沿っ
て事業を推進した。

策定した中期計画に沿っ
て事業を推進した。

事務費率の見直し 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事務費率の見直しを行い、財
源の確保に努める。

年次計画 検討・交渉 5%
8%

（単発は10%）

指針該当項目（－） 実績
財源の確保のため、事務
費率の見直しについて検
討を行った。

財源の確保のため、国庫
補助金の獲得も含めて、
事務費率の見直しについ
て検討を行った。

派遣事業の拡大により、国
庫補助金の追加獲得が確
定したが、事務費率の見
直しについては実施できな
かった。

財　務

【3ヵ年の実績】
経験豊富な高齢職員を現場責任者に置
くことで適切な現場対応をとることがで
きた。また、年末年始の休業日及び毎
月第4水曜日の休館日以外は、土日祝
日を含めすべてプロパー職員がシフト
制により出勤することで、突発事項に対
応するとともに、サービスの向上に努め
た。
【評価】
適切な人材配置ができている。また、土
日祝日にプロパー職員が出勤すること
で突発事項に迅速に対応することがで
きた。また、平日に時間を取りにくいお
客様へのサービス向上につながった。
【今後の方針】
引き続き適切な人材配置を行うとともに
事務局の土日祝日開所を継続してい
く。

事務局体制の強化が行わ
れ、また、会員数について
も増員することができてい
る。中長期計画の目標の
実現に向けて事業がなさ
れている。

【3ヵ年の実績】
平成26年度に策定した中期計画に沿っ
て事業を推進した。
【評価】
事務局機能の強化を行うことができた。
また、会員増強に努めた結果、微増で
はあるが増員することができた。
【今後の方針】
引き続き会員増強に努めるとともに、5
か年の中間年度である平成29年度に検
証と見直しを行う。

事務費率の見直しにより、財源の確保が図られている。

派遣事業を拡大することに
より、手数料収入の拡大と
補助金収入の拡大となり、
財源の確保ができた。
事務費率の見直しとともに
補助財源の確保について
検討が必要。

目標である事務費率の見
直しはできなかったが、派
遣事業を拡大し、手数料
収入の拡大と国庫補助金
の獲得を確定でき、財源の
確保に努めることができて
いる。今後も引き続き国庫
補助金の獲得を目指し、
事務費率の見直しについ
て検討が必要である。

【3ヵ年の実績】
派遣事業の拡大に伴い増額される国庫
補助金の獲得を目指し営業活動に努め
たところ、29年度には400万円増の追加
獲得が見込まれる。
【評価】
派遣事業を拡大することにより、手数料
収入の拡大と補助金収入の拡大とな
り、財源の確保ができた。
【今後の方針】
引き続き補助金の獲得等財源の確保に
努めるとともに、事務費率の見直しにつ
いて交渉する。

中長期計画が策定され、計画に沿った事業運営と結果の検証が行われることで、
事業の方向性が明確になされている。

事務局機能の強化を行う
ことができた。また、会員
増強に努めた結果、微増
ではあるが増員することが
できた。

適正な人材配置により、組織体制の強化が図られている。

適正な人材の配置を行うこ
とができ、土日祝日の開所
を含め事務局体制の強化
が図られた。

前年度に引き続き、年末
年始及び毎月第４水曜日
以外は、土日祝日も含め
プロパー職員が常に出勤
しているため、突発事項に
対応できる体制になってい
る。

経営・団体運営
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

制度の継続実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

会員及び職員に理解を求め、
1%の協力金と基本給カットを継
続する。

年次計画
1%の協力金と基本給カット
を継続する。

1%の協力金と基本給カット
を継続する。

1%の協力金と基本給カット
を継続する。

指針該当項目⑨ 実績
会員及び職員の理解を得
て、１%の協力金と基本給
カットを継続して実施した。

会員及び職員の理解を得
て、１%の協力金と基本給
カットを継続して実施した。

会員及び職員の理解を得
て、１%の協力金と基本給
カットを継続して実施した。

新規契約の獲得 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

民間事業所等の多様化する
ニーズ（指揮命令の必要、社
員との混在現場）に対応する
ため、一般労働者派遣事業
や、職業紹介事業に積極的に
取り組み、新たな契約の獲得
を目指す。

年次計画
検討・実施

（15件）
実施

（20件）
実施

（20件）

指針該当項目⑦ 実績

請負・委任との契約形態の
違いから手数料がアップす
ることがネックになり交渉
は難航したが、議論を重
ね、平成27年度当初から
の一般労働者派遣契約を
1件獲得した。

民間事業所担当者が積極
的に営業に回ることで、一
般労働者派遣契約を９件
獲得した。

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで一般労働者派
遣契約を継続を含めて37
件獲得した。

新規自主事業の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

新たなニーズの開拓を行い、
新規の自主事業の実施を目指
す。

年次計画
検討・実施
（民間39%）

実施
（民間40%）

実施
（民間41%）

指針該当項目⑤ 実績

ＩＴ事業について、60歳以
上の市民向けのパソコン
教室のうち、需要の高い中
級クラスを増やすことで、
事業の拡大を図った。収入
前年比165%

民間との契約実績は
36.1％であった。ＩＴ事業に
ついて、60歳以上の市民
向けのパソコン教室のう
ち、需要の高い中級クラス
の事業拡大を図ったが、収
入前年比は△30%であっ
た。

民間との契約実績は派遣
契約を含めると36.5％で
あった。60歳以上の市民
向けパソコン教室のうち、
需要の高い中級クラスの
事業拡大を図った結果、
8.7％の増であった。

人材育成計画の策定 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

人材育成の一環として、担当
する業務のスキルアップのた
めの研修を実施。

年次計画
近隣他市シルバー人材セ
ンターと合同での業務研修
を行う。

近隣他市シルバー人材セ
ンターと合同での業務研修
を行う。

近隣他市シルバー人材セ
ンターと合同での業務研修
を行う。

指針該当項目④ 実績

大阪府シルバー人材セン
ター協議会や近隣各市と
合同での研修会に9回参
加した。

大阪府シルバー人材セン
ター協議会や近隣各市と
合同での研修会に11回参
加した。

大阪府シルバー人材セン
ター協議会や近隣各市と
合同での研修会に11回参
加した。

財　務

人材育成

他市のシルバー人材セン
ターとの合同研修に参加
することにより意見交換、
職員の業務のスキルアッ
プが図られている。今後も
引き続き研修を実施し、ス
キルアップに努める必要が
ある。

【3ヵ年の実績】
大阪府連合本部や近隣各市と合同で研
修会を開催し、担当業務のスキルアップ
に努めた。
【評価】
担当業務別や、経験年数別の研修会に
参加し、その内容を他の職員にも伝える
ことで、職員のスキルアップを図ること
ができた。
【今後の方針】
引き続き研修を開催、参画する。

【3ヵ年の実績】
会員及び職員の理解を得て、１%の協力
金と基本給カットを継続して実施した。
【評価】
目標とする財源の確保ができた。
【今後の方針】
継続して実行しつつ、一部を会員厚生
会に充てることで会員活動を活性化す
る。

一般労働者派遣事業及び職業紹介事業への対応をすすめ、民間事業所等からの
受注率が向上している。

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで、件数で約4倍、
金額で約5倍の契約を獲得
し、お客様のニーズに合っ
た事業展開ができた。

専門の就労開拓嘱託員を
配置したことで、多くの契
約を取ることができ、目標
を達成している。今後も専
門の嘱託員による積極的
な営業を期待する。

【3ヵ年の実績】
平成27年度から開始した一般労働者派
遣事業及び職業紹介事業は、専門の就
労開拓嘱託員をおき営業活動を行った
結果、平成28年度実績は平成27年度に
対して件数で約4倍、金額で約5倍に拡
大した。
【評価】
相談件数の推移からお客様のニーズに
合った事業を展開できている。
【今後の方針】
様々なお客様のニーズに対応するた
め、より多くの会員を募集しなければな
らないため、普及啓発に努めていく。

新規事業開拓により、自主財源が確保されている。

教室生徒からの聞き取りを
行い、教室内容のニーズ
を調査して、希望の多い内
容のクラスを開催するな
ど、初級クラス、中級クラ
スのバランスを適宜調整し
て開催し、事業の拡大がで
きた。

目標値には達しなかった
が、需要の高い中級クラス
の事業拡大を図り、収入が
増加している。今後も事業
拡大を継続できるように、
講師の確保に努める必要
がある。

【3ヵ年の実績】
教室生徒からの聞き取りを行い、教室
内容のニーズを調査して、希望の多い
内容のクラスを開催した。
【評価】
初級クラス、中級クラスのバランスを適
宜調整して開催し、事業拡大できた。
【今後の方針】
これまでサブ講師専門であった会員に
短期の中級クラスのメイン講師を任せる
など、講師のスキルアップを図りつつ、
教室生徒の中から、この事業に興味の
ある方に入会を勧め、新規の講師候補
者を養成する。

事業運営協力金制度の継続実施により、財源の確保が図られている。

会員及び職員の理解を得
て、１%の協力金と基本給
カットを継続して実施し、目
標とする財源の確保がで
きた。

１％の協力金と基本給カッ
トが継続して行われてお
り、目標が達成されてい
る。今後も引き続き実施し
ていくことが必要である。

計画的な研修の実施により、職員の担当業務のスキルアップが図られている。

大阪府連合本部や近隣各
市と合同で研修会を開催
し、担当業務のスキルアッ
プに努め、担当業務別や、
経験年数別の研修会に参
加し、その内容を他の職員
にも伝えることで、職員の
スキルアップを図ることが
できた。
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

適正な人員配置 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

適正な人員配置の検討を行
い、必要に応じて職員の採用
を行う。

年次計画
人員配置を検討し、必要に
応じて職員の採用を行う。

退職者年限を見据えた職
員登用の検討

退職者年限を見据えた職
員登用の検討

指針該当項目（－） 実績

現場対応のための高齢職
員3名と受付担当の臨時職
員を3名採用し、適正な人
員配置を行った。

現場対応のための高齢職
員3名と受付担当の臨時職
員を3名の雇用を継続し、
適正な人員配置を行った。
正規職員について、退職
者が出たため新たに2名を
採用した。

現場対応のための高齢職
員3名と受付担当の臨時職
員2名の雇用を継続し、適
正な人員配置を行った。ま
た、前年度採用した職員へ
の教育・指導を行い、組織
の強化を図った。

研修の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

専門職研修については、全国
シルバー人材センター事業協
会等が主催する外部研修に積
極的に参加をしていくととも
に、知識・情報の共有化を図る

年次計画

・一般労働者派遣元責任
者講習への参加
・有料職業紹介責任者講
習への参加
・その他専門研修・講習へ
の参加

・一般労働者派遣元責任
者講習への参加
・有料職業紹介責任者講
習への参加
・その他専門研修・講習へ
の参加

・一般労働者派遣元責任
者講習への参加
・有料職業紹介責任者講
習への参加
・その他専門研修・講習へ
の参加

指針該当項目④ 実績
一般労働者派遣元責任者
講習へ1名参加した。

職業紹介責任者講習へ1
名参加した。

厚生労働省が取りまとめ
た適正就業ガイドラインに
ついての研修会へ2名参
加した。

研修の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

他の外郭団体と協力して、経
理や労務等の研修を開催する
とともにシルバー人材センター
としての経理、労務等の特殊
性を理解し、さらに研修を重ね
る。

年次計画
施設管理公社、保健セン
ターとの共催による研修会
を開催する。

独自での研修を企画・実施
する。

全ての職員が内容を理解
できるように引き続き研修
を行う。

指針該当項目④ 実績

施設管理公社、保健セン
ターとの共催による接遇研
修を開催し、職員2名が参
加した。

北摂7市3町のセンター合
同で職員研修を開催した。
テーマは会員拡大と普及
啓発について。

北摂7市3町のセンター合
同で職員研修を開催した。
（2回）
テーマ「適正就業ガイドラ
イン」、「H29国の予算要求
概要」、「今の自分に変化
を～これからの自分とセン
ターのために～」

有効期限のある講習につ
いては、受講する年をずら
し、期限切れのないように
計画が立てられている。今
後も必要な研修に参加し、
職員の質の向上を図る必
要がある。

【3ヵ年の実績】
一般労働者派遣元責任者講習、有料職
業紹介責任者講習などに参加し、職員
の担当業務のスキルアップに努めた。
【評価】
有効期限のある講習は、複数の職員が
年をずらして受講することで、複数の職
員が同じ知識を持ち、業務に対応するこ
とができた。
【今後の方針】
管理職に増員があったときには、受講
対象職員とし、より多くの職員の知識レ
ベル引き上げを図る。

職員研修の企画・実施による知識の向上が図られている。

近隣各市のセンターが合
同で研修を行い、現状の
課題に合った全体研修、
経験年数の浅い若手職員
研修を通じて、知識の向上
を図ることができた。

他の外郭団体との合同研
修や、北摂のシルバー人
材センターとの合同研修を
行い、現状の課題に見
合った研修を開催され、職
員のスキルアップに取り組
めている。今後も研修を企
画・実施することで職員の
知識の向上を図る必要が
ある。

【3ヵ年の実績】
外郭団体合同での接遇研修や、近隣各
市町合同での研修に取り組み、職員の
スキルアップに取り組んだ。
【評価】
現状の課題に合った全体研修、経験年
数の浅い若手職員研修を通じて、知識
の向上を図ることができた。
【今後の方針】
全体的な研修を継続しつつ、経験年数
別の職員研修など、小規模で活発に意
見交換ができる研修の企画と実施を図
る。

計画的な研修の実施により、職員の担当業務のスキルアップが図られている。

適正な人員配置により、人材育成が推進されている。

現場対応のための高齢職
員3名と受付担当の臨時職
員2名の雇用を継続し、適
正な人員配置を行った。ま
た、前年度採用した職員へ
の教育・指導を行い、組織
の強化ができた。

適正な人員配置が行われ
ており、採用した職員に関
しても教育・指導が行わ
れ、組織の強化が図られ
ている。今後も職員の定年
などの退職を見据えた採
用計画を立てる必要があ
る。

【3ヵ年の実績】
現場対応のための高齢職員と受付担当
を雇用し、また職員の欠員補充、増員を
行い、適切な人員配置を行うとともに人
材育成に努めた。
【評価】
人材の継続雇用、新規採用を行い、適
正な人員配置ができた。
【今後の方針】
職員の定年退職を見据えた採用計画を
検討する。

人材育成

厚生労働省が取りまとめ
た適正就業ガイドラインに
ついての研修会へ2名参
加し、他の職員へ内容を
伝え知識を深めることで担
当業務のスキルアップが
できた。
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

研修の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

摂津市及び目的を同じくする
他市シルバー人材センター並
びに市外郭団体間での人事交
流を検討する。

年次計画
目的を同じくする他市シル
バー人材センターとの人事
交流の検討

給与規則、就業規則等の
調整

人材育成計画の見直し

指針該当項目④ 実績
近隣他市シルバー人材セ
ンターとの人事交流につい
て検討した。

近隣他市シルバー人材セ
ンターとの人事交流につい
て検討した。

これまでも実施してきた北
摂7市3町で組織する北部
ブロック連絡協議会での職
員研修実施のさらなる充
実を図った。

研修の実施 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

継続して接遇研修を行うととも
に、過去のクレームの検証と
分析を行い再発防止の研修を
行う。

年次計画
検証・分析・実施
（年1回2日間）

継続
（年2回4日間）

継続
（年2回4日間）

指針該当項目④ 実績

施設管理公社、保健セン
ターとの共催による接遇研
修を開催し、職員2名が参
加した。
飲食禁止のお願いに係る
クレームの事例を挙げ、参
加者が当事者に扮して
各々が考えるやり取りを
行った後に講師が講評を
行う方法で講習を行い、過
去の検証をした。

現場対応能力アップのた
め、大阪企業人権協議会
が発行する人権腕だめし
（テキスト）を用いて人権に
関する基礎知識を学んだ。

体育施設、公民館等の管
理業務を受託していること
から、障害者差別解消法
の施行を受けて、人権協
会の講習会を会員が積極
的に受講した。

新規事業の開始 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

一般労働者派遣事業及び有
料職業紹介事業について検
討、実施することで多様化する
お客様のニーズに応えていくと
ともに、受注の拡大と収益の
向上を図る。

年次計画
検討・実施

（15件）
実施

（20件）
実施

（20件）

指針該当項目⑦ 実績

請負・委任との契約形態の
違いから手数料がアップす
ることがネックになり交渉
は難航したが、議論を重
ね、平成27年度当初から
の一般労働者派遣契約を
1件獲得した。

民間事業所担当者が積極
的に営業に回ることで、一
般労働者派遣契約を９件
獲得した。

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで一般労働者派
遣契約を継続を含めて37
件獲得した。

人材育成

専門の就労開拓嘱託員を
配置し、積極的に営業に
回ることで、件数で約4倍、
金額で約5倍の契約を獲得
し、お客様のニーズに合っ
た事業展開ができた。

専門の就労開拓嘱託員を
配置したことで、多くの契
約を取ることができ、目標
を達成している。今後も専
門の嘱託員による積極的
な営業を期待する。

【3ヵ年の実績】
平成27年度から開始した一般労働者派
遣事業及び職業紹介事業は、専門の就
労開拓嘱託員をおき営業活動を行った
結果、平成28年度実績は平成27年度に
対して件数で約4倍、金額で約5倍に拡
大した。
【評価】
相談件数の推移からお客様のニーズに
合った事業を展開できている。
【今後の方針】
様々なお客様のニーズに対応するた
め、より多くの会員を募集しなければな
らないため、普及啓発に努めていく。

事　業

近隣市のシルバー人材セ
ンターとは規則の違いや、
職員数の不足等の理由か
ら人事交流は実現できて
いないが、近隣市と合同で
研修を行うことで、他市の
現状を知り、本市の課題を
見つける機会になってい
る。今後も人事交流以外
の方法で職員のスキル
アップにつながる研修をす
る必要がある。

【3ヵ年の実績】
人事交流について検討してきたが、職
員数の不足、各種規則の違いなどから
実現は難しいと判断した。
【評価】
検討を重ねたが、職員数の不足、就業
規則や給与規則の格差などから労務管
理も難しく、実現していない。
【今後の方針】
近隣各市と合同で研修を行うことで、外
部の意見に触れる機会を増やし、知識
の向上を図る。

過去のクレームの検証と対応研修の企画・実施により、現場対応能力が向上して
いる。

体育施設、公民館等の管
理業務を受託していること
から、障害者差別解消法
の施行を受けて、人権協
会の講習会を会員が積極
的に受講した。また、現状
の課題に合った全体研
修、経験年数の浅い若手
職員研修を通じて、知識を
向上させ、現場対応能力
の向上を図ることができ
た。

現状の課題に合った研修
が実施されており、また必
要に応じて様々な研修に
参加することにより、会員
や職員の質が向上してい
る。今後も引き続き研修に
参加し、会員や職員の現
場対応能力を向上させる
必要がある。

【3ヵ年の実績】
外郭団体合同での接遇研修や、近隣各
市町合同での研修に取り組み、職員の
スキルアップに取り組んだ。
【評価】
人権協会の講習会や現状の課題に
合った全体研修、経験年数の浅い若手
職員研修を通じて、知識を向上させ、現
場対応能力の向上を図ることができた。
【今後の方針】
全体的な研修を継続しつつ、経験年数
別の職員研修など、小規模で活発に意
見交換ができる研修の企画と実施を図
る。

職員研修の企画・実施による知識の向上が図られている。

人事交流については職員
数の不足、相手方の事情
等により実現していない
が、近隣各市と合同で研
修を行うことで、外部のシ
ルバー職員や意見に触
れ、交流することにより刺
激を受け、業務に積極的
に取り組むことができた。

新規事業開始により事業が拡充されている。
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

土日祝日の窓口業務の開始 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

お客様のニーズに応えるた
め、土日祝日の窓口業務を開
始する。

年次計画
土日祝日の窓口業務を開
始する。

土日祝日の窓口業務を行
う。

土日祝日の窓口業務を行
う。

指針該当項目⑤ 実績

シフト制での就業に切り替
えを行い、年末年始以外
の土日祝日の窓口業務を
開始した。

シフト制での就業に切り替
えを行い、年末年始以外
の土日祝日の窓口業務を
継続して実施した。

シフト制での就業に切り替
えを行い、年末年始と第4
水曜日以外の土日祝日の
窓口業務を継続して実施
した。

ホームページの充実を図る 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ホームページ上での財務諸表
等事業所情報の公開につい
て、近隣他市センターと足並み
をそろえるため、上部団体であ
る全国シルバー人材センター
事業協会等の動向を見据えな
がら、検討・実施する。

年次計画

近隣他市センターと足並み
をそろえるため、上部団体
である全国シルバー人材
センター事業協会等の動
向を見据えながら、検討・
実施する。

財務諸表等事業所情報の
公開を実施する。

財務諸表等事業所情報の
公開を実施する。

指針該当項目⑫⑬ 実績
上部団体等の動向を見据
えながら検討した。

上部団体等の動向を見据
えながら公開の範囲につ
いて検討した。

近隣各市団体の動向を見
据えながら公開の範囲に
ついて検討しつつ、定款に
記載の情報開示方法であ
る貸借対照表の掲示を継
続して行った。

ホームページの充実を図る 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ホームページ上での就業情報
(求人)の公開方法について検
討、実施する。

年次計画
ホームページ上での就業
情報(求人)の公開方法に
ついて検討、実施する。

ホームページ上での就業
情報(求人)の公開を実施
する。

ホームページ上での就業
情報(求人)の公開を実施
する。

指針該当項目⑫⑬ 実績

就業情報のホームページ
への公開について検討し
たが、新入会員研修時に
一覧表での開示をして説
明する方法を採用した。

就業情報のホームページ
への公開について検討し
たが、新入会員説明会時
に一覧表での開示をして
説明する方法を継続して
採用した。

就業情報のホームページ
への公開について検討し
たが、新入会員説明会時
に一覧表での開示をして
説明する方法を継続して
採用した。

ホームページの充実を図る 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

適時適切なホームページの更
新が行えるよう、会員活用も含
めて体制づくりを検討し、実施
する。

年次計画

適時適切な更新が行える
よう、会員活用も含めて体
制づくりを検討し、実施す
る。

適時適切な更新を実施す
る。

適時適切な更新を実施す
る。

指針該当項目⑫⑬ 実績
職員採用情報や、台風情
報など適時適切な更新を
行った。

職員採用情報や、台風情
報など適時適切な更新を
行った。

警報発令時の対応や、年
末年始の受付日程の詳細
について適時適切な更新
を行った。

事　業

ホームページの内容が適切に更新されている。

警報発令時の対応や、年
末年始の受付日程の詳細
について適時適切な更新
を行うことができた。

随時適切な更新が実現さ
れているが、知識を持った
会員の活用ができていな
い。職員だけではなく、会
員の有効活用が望まれ
る。

【3ヵ年の実績】
職員採用情報や、警報発令時の対応、
年末年始の受付方法の変更など、適時
適切な更新を実行した。
【評価】
適時適切な更新をすることができたが、
知識を持った会員の有効活用ができ
ず、更新は職員が行った。
【今後の方針】
対応できる会員、職員の育成に努め、
また、わかりやすい配置に配慮する。

事業情報の積極的な公開により、透明性の確保が図られている。

近隣各市団体の動向を見
据えながら公開の範囲に
ついて検討しつつ、定款に
記載の情報開示方法であ
る貸借対照表の掲示を継
続して行った。
今後、開示レベルを決定
し、一定の開示を行う。

定款に記載されている情
報開示方法である貸借対
照表の掲示はなされてい
るが、ホームページ上での
公開についてなどの開示
レベルについては決定が
なされていない。今後引き
続き検討を行い、開示レベ
ルを決定し開示を行う必要
がある。

【3ヵ年の実績】
近隣各市センター等の状況を踏まえ、
公開について検討した。公開について
は法的な位置づけはなく、各法人の任
意であるとの大阪府法務課の回答があ
り、定款のみでよいのか、事業計画、報
告まで開示するのか等、開示レベルに
ついても検討した。
【評価】
検討を重ねてきたが、開示レベル等が
決定ができていない。
【今後の方針】
開示レベルを決定し、一定の開示を行
う。

就業機会の積極的な公開により、就業機会の提供の拡大に結び付いている。

就業情報のホームページ
への公開を検討したが、公
開には至らなかった。
しかし、事務所前での掲示
を継続しつつ、新入会員に
対する説明会時に就業情
報一覧表を開示し、説明を
行った。

ホームページでの就業状
況の公開には至らなかっ
た。ホームページでの公開
については、なるべく早い
実現が望まれる。

【3ヵ年の実績】
ホームページ上での就業情報の公開に
ついて、近隣他市の状況の聞き取りな
ど情報収集に努め、検討した。
【評価】
会員のインターネット普及率はまだ低
く、近隣他市では公開していたが弊害が
多く取りやめたというところもあり、公開
に踏み切らなかった。
【今後の方針】
会員拡大が最重点課題であるが、関東
のセンターではホームページでの就業
情報公開を一般市民への宣伝に活用
し、会員拡大に活かしているという情報
もある。会員世代のインターネット普及
率を聞き取りしつつ検討する。

ニーズの多様化に対応した事業の強化が図られている。

ニーズの多様化に対応す
るため、土日祝日の窓口
業務を継続することで事業
の強化ができた。

平成２７年１０月より、年末
年始に加えて、毎月第４水
曜日も休業日となっている
が、それ以外は土日祝日
も窓口業務を行っており、
あらゆるニーズに対応でき
ている。

【3ヵ年の実績】
シフト制での就業に切り替えを行い、年
末年始と第4水曜日（休館日）以外の土
日祝日の窓口業務を継続し事業の強化
を図った。
【評価】
お客様のニーズの多様化に対応し、
サービス向上につながった。
【今後の方針】
現状の土日祝日窓口業務を継続し、
サービス向上、事業の強化を図る。

情報公開
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【平成28年度】
所管課評価（市）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

ホームページの充実を図る 目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ホームページのさらなる有効
活用に向けて、会員活用も含
めて体制づくりを検討し、実施
する。

年次計画
さらなる有効活用に向け、
会員活用も含めて体制づく
りを検討し、実施する。

必要に応じて管理体制の
見直しを行いつつホーム
ページを有効に活用する。

必要に応じて管理体制の
見直しを行いつつホーム
ページを有効に活用する。

指針該当項目⑫⑬ 実績
ＩＴ事業に従事する会員と
交渉するなど、体制づくり
を検討した。

引き続きパソコン等のスキ
ルを持つ会員と交渉、相談
を重ねホームページ管理
体制づくりを検討した。
現状での管理はプロパー
職員が行った。

引き続きパソコン等のスキ
ルを持つ会員と交渉、相談
を重ねホームページ管理
体制づくりを検討した。
現状での管理はプロパー
職員が行った。

情報公開

ホームページのさらなる管理が実現されている。

IT事業会員との交渉のほ
か、知識を持った会員への
相談を行ってきたが、管理
を任せられる会員が見つ
からず、管理はプロパー職
員が行った。

現状、会員に管理を任せ
るのは難しく、プロパー職
員により管理がされてい
る。今後、更に会員に交渉
を続ける必要がある。

【3ヵ年の実績】
IT事業会員との交渉のほか、知識を
持った会員への相談を行ってきた。
【評価】
会員との相談では、管理を任せられる
会員が見つからず、管理はプロパー職
員が行った。
【今後の方針】
既存の会員では、該当者の選定が困難
であるため、対応できる会員、職員の育
成に努める。
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役員の高潔な倫理性の保持と
法令遵守の徹底

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

市内における地域福祉活動現
地研修会の開催

年次計画 現地研修会（年2回） 現地研修会（年2回） 現地研修会（年2回）

指針該当項目（③④） 実績
役員が高槻市・豊中市との
活動交流会に参加（1回）し
た。

豊能町他で実施された研
修会に社協役員が参加（3
回）した。

北摂ブロックで実施された
研修会に社協役員が参加
（１回）した。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
大阪府社協等外部団体の実
施する研修会への積極的な参
加

年次計画
外部研修会への参加(年2
回)

外部研修会への参加(年2
回)

外部研修会への参加(年2
回)

指針該当項目（③④） 実績
大阪府社協主催の研修会
に社協役員が参加（2回）し
た。

大阪府社協主催の研修会
に社協役員が参加（2回）し
た。

大阪府社協主催の研修会
に社協役員が参加（２回）
した。

職員の高潔な倫理性の保持と
法令遵守の徹底

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

職員の資質向上のための職員
研修委員会の設置による、計
画的な研修会・学習会の開催

年次計画
職員研修委員会を設置
し、研修を企画運営する

委員会による職員研修会
の実施（年2回）

委員会による職員研修会
の実施（年3回）

指針該当項目（④⑨） 実績

管理職員で構成する委員
会を設置し、新制度に関す
る研修会を開催した。（年1
回）

職員の資質向上に関する
研修会を開催するとともに
人権研修を受講した職員
がフィードバックを行った。
（年2回）

災害シュミレーション研修
や人権研修等、職員の資
質向上に関する研修会を
開催した。（年１回）

事業の展開に際しての住民参
加の徹底

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
新規開拓のための会員制度の
拡充と募集方法・期間等の見
直し

年次計画
会費募集内容と方法等の
検討

前年度会費より３％増収
前々年度会費より５％増
収

指針該当項目（⑤） 実績

会員募集の根幹となる自
治会へ、自治連合会主催
の会議へ参加し事業趣旨
の説明を行い、協力を要
請した。

引き続き、自治連合会主
催の会議へ参加し事業趣
旨の説明を行い全自治会
から協力をいただけるよう
再依頼した。会費について
は前年度比4%減であった。

引き続き、自治連合会主
催の会議へ参加し事業趣
旨の説明を行い、協力を
要請するとともに、未納自
治会への協力を再依頼し
た。

地域活動に対する相談や支
援、助言・指導などを充実

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
地域情報の収集・発信・情報
共有のための、地域役員等の
研修・学習会の開催

年次計画
中学校区単位による地域
福祉講座実施（中学校区1
か所）

中学校区単位による地域
福祉講座実施（中学校区2
か所）

中学校区単位による地域
福祉講座実施（中学校区4
か所）

指針該当項目（⑤） 実績

「生活困窮者自立支援事
業と介護保険制度の改正
について」をテーマに地域
福祉活動講座を実施した。
（中学校区1か所）

「新たな福祉課題につい
て」地域福祉活動講座と
「介護予防」に関する講座
を開催した。（中学校区2か
所）

地域福祉担い手講座や地
域福祉活動講座「介護予
防」に関する講座を開催し
た。（中学校区３か所）

■摂津市社会福祉協議会・経営改善計画

分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

地域福祉活動への住民参加の促進を図るため、校区福祉委員会や民生委員等と
連携し、相談や支援、助言・指導などが行えている。

【平成28年度】
自己評価（団体）

地域福祉事業

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

経営・団体運営

すべての役職員が、高潔な倫理を保持し、法令を遵守し、地域に開かれた組織とし
て、運営の透明性と中立性、公正さの確保が図られている。

研修会に参加することや他市
と福祉活動に関する情報交換
を行うことで社協役員の意識
向上を図ることができた。

交流会、研修会へ計画的、継
続的に役員参加が行われてお
り、意識向上が図られている。

【3ヵ年の実績】
3年間、役員が府社協等の研修会
に参加した。
【評価】
役員が継続的に研修会等に参加
したことで、役員の意識向上が図
られるとともに、運営の透明性と中
立性、公平さの向上が図られた。
【今後の方針】
改正が行われた社会福祉法が遵
守されるとともに、運営の透明性と
中立性、公平性が確保される研修
会等に役員が継続して参加する。

すべての役職員が、高潔な倫理を保持し、法令を遵守し、地域に開かれた組織とし
て、運営の透明性と中立性、公正さの確保が図られている。

日頃の業務を遂行するにあた
り研修会を職員自ら企画する
ことで意識向上を図ることがで
きた。

職員自ら企画運営する研修会
が継続して開催されることで、
職員の資質向上が図られてい
る。

【3ヵ年の実績】職員研修委員会を
設置し、研修会を開催した。
【評価】研修会を職員自らで企画
実施することで、職員の資質向上
と意識向上を図ることができた。
【今後の方針】引き続き職員が主
体となって研修会を開催する。

住民参加を徹底するために、地域のあらゆる団体・組織を構成員とし地域福祉を
推進している。

より多く会費募集を図るととも
に地域福祉活動への参加と協
力を呼びかけることができた。

自治会の加入率低下に代表さ
れるように、地域のコミュニ
ティーが変化してきている。自
主財源である会費の在り方を
含め、新たな参加の仕組みづ
くりが期待される。

【3ヵ年の実績】会費の大きな増収
を図ることができなかった。
【評価】地域のあらゆる団体・組織
を構成員とし地域福祉を推進する
ため、地域福祉活動への参加と協
力を呼びかけることができた。
【今後の方針】地域福祉活動への
参加と協力を呼びかけるとともに
会費の増収を図る。

より多くの市民に対して、地域
福祉活動への住民参加の促
進を呼びかけることができた。

講座開催をきっかけに、地域
において担い手の声かけが発
生し、担い手の参加につな
がった。

【3ヵ年の実績】中学校区単位によ
る地域福祉講座を実施した。
　【評価】地域情報の収集・発信・
情報共有を図り、地域福祉活動へ
の参加の促進をより多くの市民に
対して呼びかけることができた。
【今後の方針】地域福祉の担い手
を育成するため引き続き校区単位
での講座を開催する。

【平成28年度】
所管課評価（市）
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
校区福祉委員会活動の中心と
なる地域活動拠点の整備・充
実

年次計画
整備済4か所の拠点の充
実

新規拠点の整備検討
新規拠点の整備（計5か
所）

指針該当項目（⑤） 実績
地域福祉活動拠点におい
て、自転車置場等の整備
を行った。

「デイハウスました」建替え
準備を行った。

「デイハウスました」の建替
えを行った。

地域福祉活動の担い手の育
成・支援の充実

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

校区福祉委員会活動間の情
報交換を図る

年次計画 活動交流会開催（年1回） 活動交流会開催（年1回） 活動交流会開催（年1回）

指針該当項目（⑤） 実績
活動拠点を運営する４校
区等福祉委員会による情
報交換会を実施した。

活動拠点を運営する4校区
等福祉委員会による情報
交換会を実施した。

地域福祉懇談会を実施し
活動拠点を運営する校区
等福祉委員会の意見を聴
取した。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

校区福祉委員会活動のガイド
ラインやマニュアルの作成

年次計画
ガイドライン・マニュアルの
内容検討

校区等福祉委員会とのガ
イドライン・マニュアルの作
成

校区等福祉委員会とのガ
イドライン・マニュアルの運
用

指針該当項目（⑤） 実績

マニュアル作成にあたり、
大阪府下担当者会 議等
で、他市の状況について
情報収集を行った。

新たな課題に対して求めら
れる地域福祉活動を展開
するため校区等福祉委員
会と情報交換等を実施し、
マニュアルを作成する準備
を行った。

校区等福祉委員会活動冊
子を作成した。

だれもが安心して住み慣れた
地域で暮らすことができる仕組
みづくりの充実

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

地域住民同士による見守り体
制の確立と充実

年次計画
市が実施する災害時要援
護者支援制度との連携

校区等福祉委員会による
要援護者見守り体制の検
討

校区等福祉委員会による
要援護者見守り体制の実
施充実

指針該当項目（⑤） 実績

校区等福祉委員会活動や
ボランティア活動との連携
について、保健福祉課と協
議した。

校区等福祉委員会活動や
ボランティア活動との連携
について、保健福祉課と検
討を図った。

校区等福祉委員会活動や
ボランティア活動との連携
について、保健福祉課と２
地域において災害時要援
護者を通じた地域のつな
がりづくり講演会を開催し
た。

地域福祉活動の基本となる校区福祉委員会活動が地域住民に浸透し、身近な福
祉問題を解決するために活発な取り組みが行われている。

地域福祉事業

地域福祉活動の基本となる校区福祉委員会活動が地域住民に浸透し、身近な福
祉問題を解決するために活発な取り組みが行えている。

地域福祉懇談会を行うことで
各校区福祉委員会活動活動
の充実につなげることができ
た。

整備検討を市、校区等福祉委
員会と計画的に進めることが
できた。

「デイハウスました」の建替え・
移転が行われ、地域福祉活動
拠点の充実が図られた。

【3ヵ年の実績】５か所の拠点の整
備を図ることはできていないが「デ
イハウスました」の建替えを行っ
た。
【評価】校区等福祉委員会活動の
中心となる地域活動拠点の整備・
充実を図ることができた。
【今後の方針】必要に応じて５か所
の拠点の整備を検討する。

校区等福祉委員会活動冊子
が作成されたことで、より多く
の市民に参加を図ることがで
きた。

校区等福祉委員会活動冊子
が作成され、活動をよりよく周
知できるようになり、住民参加
の効果向上が期待される。

講演会開催により、地域にお
いて災害時の対応に対する意
識の醸成を図ることができた。

【3ヵ年の実績】すべての校区等福
祉委員会による要援護者見守り
体制の実施には至らなかったが、
その意識の醸成につながる環境
づくりができた。
【評価】災害時要援護者支援制度
と社協が実施する各種事業との連
携の必要性について再認識し、だ
れもが安心して住み慣れた地域で
暮らすことができる仕組みづくりに
努めた。
【今後の方針】今後も校区等福祉
委員会が主体となる要援護者見
守り体制の実施と充実を促進す
る。

【3ヵ年の実績】校区等福祉委員会
と情報交換等を実施しながら校区
等福祉委員会活動冊子を作成す
ることができた。
【評価】校区等福祉委員会活動を
広く周知し、より多くの市民の参加
を図ることができた。
　【今後の方針】より多くの市民に
校区等福祉委員会活動の周知と
参加を図るため冊子を活用する。

講演会開催により、地域のつ
ながりのきっかけにつながった
ことは評価される。

地域福祉懇談会では各拠点
の事業の状況等を得る好機と
なっている。また、利用状況報
告が統一され比較が安易にで
きるようになった。

【3ヵ年の実績】情報交換会と地域
福祉懇談会を開催し福祉委員会
活動の現状と課題を共有すること
ができた。
【評価】　校区等福祉委員会活動
をつうじて地域課題や福祉問題を
解決するための取り組みを行うこ
とができた。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

地域福祉活動の担い手の育
成・支援の充実

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

地域における新たな地域人材
の発掘・育成のための講座・研
修会の開催

年次計画
中学校区ごとの地域福祉
講座の開催（年1か所）

中学校区ごとの地域福祉
講座の開催（年2か所）

中学校区ごとの地域福祉
講座の開催（年4か所）

指針該当項目（⑤） 実績

「生活困窮者自立支援事
業と介護保険制度の改正
について」をテーマに地域
福祉活動講座を実施した。
（中学校区1か所）

「新たな福祉課題につい
て」地域福祉活動講座と
「介護予防」に関する講座
を開催した。（中学校区2か
所）

地域福祉担い手講座や地
域福祉活動講座「介護予
防」に関する講座を開催し
た。（中学校区３か所）

ボランティア活動に関する様々
な相談や支援活動を展開

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
ボランティア人口の拡充のた
めのボランティアセンターの機
能強化

福祉施設によるボランティ
ア活動受入マニュアル作
成検討

福祉施設によるボランティ
ア活動受入マニュアル作
成

福祉施設によるボランティ
ア活動受入マニュアル運
用

指針該当項目（⑤） 実績
社会福祉施設連絡会にお
いて、実務担当者による検
討会を開催した。

社会福祉施設連絡会にお
いて、実務担当者によるボ
ランティア受入ガイドライン
を作成した。

社会福祉施設連絡会にお
いて、実務担当者によるボ
ランティア受入ガイドライン
を活用し受け入れを促進し
た。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ボランティア相談窓口機能の
拡充

年次計画
出張ボランティアセンター
の拡充（地域福祉活動拠
点で3か所月3回）

出張ボランティアセンター
の拡充（地域福祉活動拠
点で4か所月4回）

出張ボランティアセンター
の拡充（地域福祉活動拠
点で5か所月5回）

指針該当項目（⑤） 実績
出張ボランティアセンター
を毎月3か所で各1回実施
した。

出張ボランティアセンター
を「福祉なんでも出張相
談」に変更し実施した。（地
域福祉活動拠点で4か所
月4回）

「福祉なんでも出張相談」
を実施した。（地域福祉活
動拠点で4か所月４回）とと
もにはじめてボランティア
相談を実施した。

大規模災害発生時における災
害ボランティアセンターへの対
応

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

災害ボランティアの発掘と育成 年次計画
災害ボランティアリーダー
養成講座の開催（年1回）

災害ボランティアリーダー
養成講座の開催（年2回）

災害ボランティアリーダー
養成講座の開催（年2回）

指針該当項目（⑤） 実績

「宇治市災害ボランティア
センターの運営とボラン
ティアの役割」をテーマに
災害ボランティアリーダー
養成講座を開催（年1回）し
た。

「災害ボランティアセンター
の運営とボランティアの役
割」をテーマに災害ボラン
ティアリーダー養成講座を
開催（年１回）した。

市保健福祉課と共催によ
る市民防災講座を開催し
た。（年2回）

地域に根ざした市民活動・ボランティア活動を促進するため、ボランティアセンター
が運営され、様々な相談や支援活動が展開できている。

地域福祉活動の基本となる校区福祉委員会活動が地域住民に浸透し、身近な福
祉問題を解決するために活発な取り組みが行われている。

地域に根ざした市民活動・ボランティア活動を促進するため、ボランティアセンター
が運営され、様々な相談や支援活動が展開できている。

地域福祉事業

人材育成・発掘
事業

講座開催をきっかけに、地域
において担い手の声かけが発
生し、担い手の参加につな
がった。

【3ヵ年の実績】中学校区単位によ
る地域福祉講座を実施した。
【評価】より多くの市民に対して呼
びかけることで校区等福祉委員会
活動への参加を促進することがで
きた。
【今後の方針】今後もより多くの市
民に地域福祉活動に参加してもら
うべく講座を開催する。

【3ヵ年の実績】福祉施設における
ボランティア活動受入マニュアル
を作成し活用し市民のボランティ
ア意識の向上を図ることができ
た。
【評価】関係機関や地域住民と連
携を図ることで地域に根ざした市
民活動・ボランティア活動を促進
することができた。
【今後の方針】今後も福祉施設と
連携し、更なるボランティア活動の
活性化に努める。

【3ヵ年の実績】市民により身近な
会場として地域福祉活動拠点で4
か所月４回「福祉なんでも出張相
談」を実施した。
　【評価】相談機能の拡充により、
地域住民からのニーズを把握し、
各種サービスやボランティア活動
へ結び付けることができた。
【今後の方針】今後も出張相談を
つうじて地域住民からのニーズを
把握し、各種サービスやボランティ
ア活動、地域福祉活動にへ結び
付ける。

ボランティア活動受入マニュア
ルによる、社会福祉施設にお
けるボランティアの受け入れ
が実施され、ボランティア機能
の強化が図られた。

ボランティアセンターでボラン
ティア参加を待つのではなく、
市内に４箇所ある地域福祉活
動支援センターに出向きボラ
ンティアの掘り起しを行ってい
ることは評価される。

市民に対して災害時における
支援と協力の必要性に対する
意識向上を図ることができた。

地域に根ざした市民活動・ボラ
ンティア活動を促進するため、
関係機関や地域住民と連携を
図ることができた。

相談形態を変えることで地域
住民からのニーズをより把握
し、サービスやボランティア活
動へ結び付ける体制づくりを
行った。

より多くの市民に対して、地域
福祉活動への住民参加の促
進を呼びかけることができた。

地域２箇所に出向いて講座を
開催し、災害ボランティアに携
わる人材の発掘と育成が図ら
れた。

【3ヵ年の実績】災害ボランティア
リーダー養成講座を開催すること
で災害時の支援活動において市
民と協働する体制づくりを行うこと
ができた。
【評価】市民とともに危機意識等を
共有し、災害時における支援体制
づくりを図ることができた。
【今後の方針】今後も市民とともに
危機意識等を共有しながら、より
多くの市民の参加による災害時に
おける支援体制づくりを図る。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

本来災害発生時に開設される
災害ボランティアセンターを日
頃から災害に備え常設する

年次計画
災害ボランティアセンター
常設に向けた準備

災害ボランティアセンター
常設に向けた準備

災害ボランティアセンター
の常設実施

指針該当項目（⑤） 実績

災害時ボランティア セン
ター常設の準備として、既
に常設している宇治市等
の状況を聞いた。

大阪府下で災害ボランティ
アセンターを常設設置して
いるセンターに状況を聞い
た。

災害ボランティアセンター
常設設置に向け資材等準
備を行った。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

災害対応に関する市との協定
締結

年次計画 協定の締結を検討 協定の締結を実施
協定に基づく訓練シミュ
レーションの実施

指針該当項目（⑤） 実績
近隣他市の状況を確認し
た。

協定案を作成した。 協定を締結した。

地域住民に対する地域福祉へ
の参加呼びかけの充実

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

福祉意識の啓発・向上のため
の各種事業の推進と周知・PR
の充実と市民に対する福祉意
識醸成のための取り組みと啓
発

年次計画
社協ﾆｭｰｽ等による周知・
PRの見直しの検討

社協事業及び地域福祉活
動のﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成・配布

社協事業及び地域福祉活
動のﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成・配布

指針該当項目（⑤） 実績
社協ニュースに掲載してい
るボランティア活動に関す
る情報を充実させた。

ハンドブックの作成準備は
できたが、作成・配布がで
きなかった。

校区等福祉委員会活動冊
子（ハンドブック）が作成さ
れるとともに、社協ニュー
スの内容を全面的に刷新
した。

地域住民に対するノーマライ
ゼーションの理念の啓発

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

小中学校の生徒児童への福
祉教育の充実

年次計画
小・中学校における福祉教
育啓発講座の実施検討

小・中学校における福祉教
育啓発講座の実施（支援
学校を含む学校2か所）

小・中学校における福祉教
育啓発講座の実施（支援
学校を含む学校3か所）

指針該当項目（⑤） 実績
福祉学習のため、手話ボ
ランティアグループを支援
学校に派遣した。

福祉学習のため、手話ボ
ランティアグループを支援
学校に派遣した。

福祉学習のため、手話ボ
ランティアグループを支援
学校に派遣した。

いつでもだれでもボランティア活動に参加することができる環境が整備できている。

社会福祉への理解と関心が深まり、ノーマライゼーションの理念が定着し積極的に
地域住民が福祉活動に参加されている。

人材育成・発掘
事業

常設実施に向けた準備が行わ
れる中で、課題が整理された
ことは評価される。

【3ヵ年の実績】災害ボランティアセ
ンター常設設置の必要性を検討し
ながら災害時に必要な資材等準
備を行った。
【評価】災害発生時における各種
対応がスムーズに展開できる体制
づくりを図ることができた。
【今後の方針】今後も災害ボラン
ティアセンター常設設置に向け情
報収集を図りながら必要な資材等
を用意していく。

協定が締結されたことで、災
害時における社会福祉協議会
の支援体制の整備が図られ
た。

【3ヵ年の実績】災害時における支
援体制を明確にするために市との
協定を締結した。
【評価】市との協定を締結すること
により災害時における支援体制を
明確にすることできた。
【今後の方針】協定に基づく訓練
やシミュレーションを市と市民と協
働で実施し、災害発生時における
対応をスムーズに行うことができ
る体制づくりに努める。

市民への災害時支援に対する
意識向上と災害発生時におけ
る対応をスムーズに図るため
にセンターの常設が必要であ
ると改めて認識した。

継続的に福祉教育啓発講座
が開催されることで、ノーマラ
イゼーションの理念の定着に
寄与している。

児童・生徒に対してノーマライ
ゼーションの意識醸成を図る
ことができた。

災害時における支援体制を明
確にするために市との協定を
締結した。

校区等福祉委員会活動冊子
（ハンドブック）が作成された。

校区等福祉委員会活動冊子
が作成されるとともに、社協
ニュースが読みやすく刷新さ
れたことで、ボランティア活動
参加の環境整備が図られた。

【3ヵ年の実績】校区等福祉委員会
活動冊子が作成されるとともに、
社協ニュースの内容を読みやすい
内容に全面的に刷新した。
【評価】校区等福祉委員会活動冊
子が作成されるとともに、社協
ニュースの内容が全面的に刷新さ
れ、地域住民に対する地域福祉
への参加呼びかけを充実させるこ
とができた。
【今後の方針】今後も福祉意識の
啓発・向上のための社協ニュース
やパンフレットなどを作成しながら
各種事業の周知とPRの充実を図
る。

【3ヵ年の実績】支援学校を含む
小・中学校に福祉学習のため、手
話ボランティアグループを支援学
校に派遣した。
【評価】地域住民に対するノーマラ
イゼーションの理念の啓発を図る
ことができた。
【今後の方針】今後もボランティア
グループなどと協力しながら福祉
教育の啓発に努める。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

誰もが安心して安全に生活で
きるような支援を展開する

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）事業の受託によるCSW
の設置と中学校区単位におけ
る地域福祉活動スーパーバイ
ザーの設置

年次計画 事業受託の検討
CSW事業の受託に関する
協議

中 学 校 区 単 位 に 設 置
（スーパーバイザー１名配
置）

指針該当項目（⑤） 実績
地域福祉増進のため、各
種事業の委託を担当課と
協議した。

地 域 福 祉 増 進 の た め 、
CSW事業の委託を担当課
と協議した。

地域福祉増進のため、各
種事業の委託を担当課と
協議した。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

ひとり暮らし高齢者の安否確
認を行うライフサポーターの中
学校区単位への設置

年次計画
体制充実のためのライフ
サポーター増員の検討（現
在3名）

体制充実のためのライフ
サポーターの増員・活動強
化

体制充実のためのライフ
サポーター活動強化

指針該当項目（⑤） 実績
今後のライフサポーター事
業の充実に向けて協議を
行った。

今後のライフサポーター増
員と事業の充実に向けて
協議を行った。

体制充実のためのライフ
サポーターの増員を行っ
た。

地域福祉活動機能の強化と実
施事業の見直し

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事業効率化を図るためのふれ
あい配食サービス事業等各種
受託事業の見直し

年次計画
事務を含めた内容の見直
し検討

事務を含めた内容の見直
し実施

事務を含めた内容の見直
し実施

指針該当項目（⑥） 実績

社協事業全般において「今
後の事業の在り方」につい
てヒアリングを全職員に
行った。

社協全体の委託事業にお
いて検討を行った。

社協事務事業全般におい
て引き続き検討を行った。

新たな福祉課題の解決のため
の相談体制の整備

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

貸付等関連事業の連携による
生活困窮者自立支援制度へ
の対応

年次計画
関係事業との連携と効率
化の検討

制度対応の実施 制度対応の実施

指針該当項目（⑤⑦⑧） 実績
生活困窮者自立支援制度
に関する職員研修を行い、
連携体制づくりに努めた。

引き続き、生活困窮者自
立支援制度に関する職員
研修を行い、連携体制づく
りに努めた。

引き続き、生活困窮者自
立支援制度との連携体制
づくりに努めた。

地域生活支援事
業

市民に分かりやすく利便性が高い相談窓口が整備され、多様な福祉ニーズに対し
迅速な対応を図っている。

多様な福祉ニーズに対し迅速
な対応を図るべく各種事業を
市と連携し実施する体制づくり
に努めることができた。

受託に向け、市と協議が実施
され、市民にとって利便性の
高い相談体制の整備が進めら
れている。

新たな福祉課題の解決に取り組み、要援護者や生活困窮者に対し相談支援するこ
とができている。

新たな福祉課題の解決に取り
組むための支援体制づくりに
努めた。

市と協議を継続するなかで、
同制度に対する連携体制の進
展が見られている。

【3ヵ年の実績】生活困窮者自立支
援制度に関する職員研修を行い、
社協の実施する事業との連携体
制づくりに努めた。
【評価】生活困窮者自立支援制度
との連携体制づくりから、新たな福
祉課題の解決に取り組むことがで
きた。
【今後の方針】今後も新たな福祉
課題の解決に取り組み、関係機関
と連携を図りながら要援護者や生
活困窮者に対し相談支援を行う。

【3ヵ年の実績】今後の地域福祉増
進に必要な各種事業の委託を担
当課と協議をすすめた。
【評価】各種事業の委託市と協議
をすすめることで、多様な福祉
ニーズに対し迅速な対応を図る体
制づくりに努めることができた。
【今後の方針】地域福祉増進に必
要な各種事業を担当課と協議し実
施する。

ライフサポーターが増員され
安心安全なまちづくりに寄与し
た。

【3ヵ年の実績】高齢者に対する見
守り体制の充実のためライフサ
ポーターの増員を行った。
【評価】ひとり暮らし高齢者の安否
確認を行うライフサポーターを増
員し、高齢者に対する支援体制の
確立に向けた事業展開を図ること
ができた。
【今後の方針】高齢者の実情把握
の調査を進めながら、ひとり暮らし
高齢者の安否確認を行う。

地域において誰もが安心して安全に生活できるよう、地域や関係機関と連携した支
援が展開できている。

今後の事業展開に活かすべ
く、全職員に対してヒアリング
を行うことで意見を集約するこ
とができた。

集約された意見をもとに、今
後、主体的に実施する事業に
反映されることを期待する。

【3ヵ年の実績】今後の事業展開に
向け、社協事業全般において「今
後の事業の在り方」を職員レベル
で協議を行った。
【評価】地域福祉活動機能の強化
と実施事業の見直しを図ることが
できた。
【今後の方針】今後の事業展開に
ついての方向性を全職員で意識
を共有し、行政と関係機関及び地
域住民と連携を図りながら社協事
務事業を行う。

高齢者に対する支援体制の確
立に向けた事業展開を図るべ
く協議を進めることができた。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

高齢者や障害者（児）などが自
立した日常生活や社会生活を
営むことができる事業展開

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

他事業所との連携強化と機能
役割の調整と介護保険制度、
障害者総合支援法の改正等に
伴う事業所体制の見直し

年次計画
新制度に応じた体制の検
討

新制度に応じた体制の実
施

新制度に応じた体制の実
施

指針該当項目（⑥） 実績

介護保険制度改正に合わ
せ、他機関等との連携強
化と機能役割の調整をし、
事業所の体制づくりを検討
した。

介護保険制度改正に合わ
せ、他機関等との連携強
化と機能役割の調整をし、
事業所の体制づくりのため
担当課と協議を行った。

介護保険制度改正に合わ
せ、他機関等との連携強
化と機能役割の調整をし、
事業所の体制づくりのため
引き続き担当課と協議を
行った。

年々多様化し複雑化する在宅
介護における課題を解決する

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

介護者家族の会活動等の周
知徹底や家族などへの支援等
事業の拡充と認知症家族の支
援とつどい場づくりの支援

年次計画
認知症本人と家族のつど
うカフェ等実施（月1回）

中学校区単位における認
知症本人と家族のつどうカ
フェ等実施（月１回）

中学校区単位における認
知症本人と家族のつどうカ
フェ等実施（月１回）

指針該当項目（⑤） 実績

老人介護者（家族）の会と
協力し、認知症本人と家族
のつどうカフェ等を実施し
た。（月1回）

老人介護者（家族）の会と
協力し、認知症本人と家族
のつどうカフェ等を中学校
区単位で実施した。（年16
回）

老人介護者（家族）の会と
協力し、認知症本人と家族
のつどうカフェ等を中学校
区単位で実施した。（年16
回）

高齢者の保健医療の向上を支
援する

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

高齢者の健康に関する取り組
みを地域住民に広める

年次計画
新たな健康づくりグループ
づくりの支援

健康づくりグループ支援の
充実

健康づくりグループ支援の
充実

指針該当項目（⑤） 実績
新たな健康づくりグループ
の組織化を行った。（2グ
ループ）

新たな健康づくりグループ
の組織化を行った。（5グ
ループ）

新たな健康づくりグループ
の組織化を行った。（2グ
ループ）

地域住民へ包括的な支援を提
供する

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

地域包括支援センターの認知
度向上に取り組む

年次計画
校区等福祉委員会との交
流会の開催

校区等福祉委員会との交
流会の開催

校区等福祉委員会との交
流会の開催

指針該当項目（⑫） 実績

校区等福祉委員会委員長
会議に参加し、地域包括
支援センターの活動状況
について報告を行った。

校区等福祉委員会委員長
会議に参加し、地域包括
支援センターの活動状況
について報告を行った。

校区等福祉委員会委員長
会議に参加し、地域包括
支援センターの活動状況
について報告を行った。

地域包括支援事
業

在宅介護支援事
業

高齢者や障害者（児）などが自立した日常生活や社会生活を営むことができる事業
展開が図られている。

家族の支援の在り方等、年々多様化し複雑化する在宅介護の課題を解決すること
ができている。

地域住民の保健医療の向上や福祉の増進を包括的に支援している。

介護者家族の会活動等の周
知を図るとともに要介護者とそ
の家族の支援として「つどい場
づくり」を市民の協力のもと積
極的に行うことができた。

地域ボランティアと連携し、つ
どうカフェが継続して地域で開
催されることで、市民の在宅介
護における支援につながって
いる。

【3ヵ年の実績】認知症本人と家族
のつどうカフェ等を通じて年々多
様化し複雑化する在宅介護にお
ける課題を解決に努めた。
【評価】「つどい場づくり」を市民の
協力のもと積極的に行うことで
年々多様化し複雑化する在宅介
護の課題を解決する体制づくりが
できた。
【今後の方針】今後も市民と協力
を図りながら積極的に「つどい場
づくり」を推進する。

地域住民の保健医療の向上や福祉の増進を包括的に支援している。

地域の高齢者に対する保健医
療の向上と福祉の増進のため
の支援を行うことができた。

新たな健康づくりグループの
組織化が継続的に行われ、地
域住民の保健医療向上と福祉
の増進に寄与している。

【3ヵ年の実績】新たな健康づくりグ
ループづくりの支援を行った。
【評価】健康づくりグループの組織
化をつうじて地域住民の保健医療
の向上や福祉の増進を包括的に
支援することができた。
【今後の方針】今後も新たな健康
づくりグループづくりの支援を行
う。

地域包括支援センターの認知
度向上を図ることができた。

校区等福祉委員等を通じて、
地域包括支援センターの認知
度向上が図られている。

【3ヵ年の実績】広く市民に対して
地域包括支援センターの認知度
向上を図った。
【評価】校区等福祉委員会と連携
しながら地域住民の保健医療の
向上や福祉の増進を包括的に支
援することができた。
【今後の方針】今後も校区等福祉
委員会委員長会議に参加し地域
包括支援センターの認知度向上を
図る。

サービスの向上を図るべく、他
機関等との連携強化と機能役
割の調整を行うことができた。

他機関等との連携強化と機能
役割の調整が行われ、市民
サービス向上に寄与してい
る。

【3ヵ年の実績】他機関等との連携
強化と機能役割の調整をし、新制
度に応じた事業所の体制づくりに
努めた。
【評価】他機関等との連携強化と
機能役割の調整を行うことでサー
ビスの向上を図ることができた。
【今後の方針】今後もサービスの
向上を図るべく、他機関等との連
携強化を図る。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

支援を必要とする高齢者の把
握と支援体制の充実を図る

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

介護保険制度改正に伴う介護
予防事業の充実

年次計画
介護保険制度改正による
事業の充実の検討

介護保険制度改正による
事業の充実

介護保険制度改正による
事業の充実

指針該当項目（⑤） 実績

介護保険制度改正にとも
なう事業所としての体制強
化 を 図 る た め の 検 討 を
行った。

介護保険制度改正にとも
なう事業所としての体制強
化を図るための担当課と
協議を行った。

介護保険制度改正にとも
なう事業所としての体制強
化を図るため引き続き担
当課と協議を行った。

高齢者支援のため地域住民と
の連携を強化する

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

市民と専門職、関係機関との
ネットワークを構築するととも
に、連携・強化を図るための地
域ケア会議の設置・開催

年次計画
地域ケア会議の設置（中
学校区ごとで年3回開催）

地域ケア会議の充実（中
学校区ごとで年3回開催）

地域ケア会議の充実（中
学校区ごとで年3回開催）

指針該当項目（⑫） 実績
地域ケア会議を中学校区
ごとで定期的に開催した。
（各年3回）

地域ケア会議を中学校区
ごとで定期的に開催した。
（各年3回）

地域ケア会議を中学校区
ごとで個別に開催した。

高齢者の権利を擁護する

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

「成年後見制度」を広く一般的
に活用するため制度の啓発と
利用支援を行う

年次計画 講座の開催（年1回）
中校区単位での開催（2中
学校区）

中校区単位での開催（3中
学校区）

指針該当項目（⑤） 実績
詐欺や悪徳商法に関する
講座を市民を対象に開催
した。（年1回）

介護保険事業所等を対象
に講座を開催した。（年２
回）

介護保険事業所等を対象
に講座を開催した。（年2
回）

社協に対する認知度の向上を
図る

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度
社協に対する認知度の向上の
ためイベントや行事などで広報
資料を配布する

年次計画
関連行事における社協
ニュースの配布

関連行事における社協
ニュース及びハンドブック
の配布

関連行事における社協
ニュース及びハンドブック
の配布

指針該当項目（⑫⑬） 実績

他機関が実施する関連行
事での 配布 を行 うと とも
に、関係団体すべてに配
布した。

他機関が実施する関連行
事での 配布 を行 うと とも
に、関係団体すべてに社
協ニュースを配布した。

引き続き他機関が実施す
る関連行事での配布を行
うとともに、関係団体すべ
てに社協ニュースを配布し
た。

地域包括支援事
業

情報公開・発信
事業

地域住民の保健医療の向上や福祉の増進を包括的に支援している。

制度改正に対する情報収集を
積極的に行い体制強化を図る
ための検討を行った。

引き続き、担当課及び介護事
業所等との新制度への移行に
向けた検討会が開催され、地
域住民の保健医療の向上や
福祉の増進に寄与している。

【3ヵ年の実績】制度改正にともなう
事業所としての体制強化の検討を
行った。
【評価】介護保険制度改正にとも
なう事業所としての体制強化を図
ることで地域住民の保健医療の向
上や福祉の増進を包括的に支援
している。
　【今後の方針】引き続き担当課と
協議を行いながら体制強化を図
る。

地域住民の保健医療の向上や福祉の増進を包括的に支援している。

地域に開かれた組織として、運営の透明性の確保を図るとともに、情報公開や説
明責任が果たされている。

広く行事やイベントニュースを
配布することで事業に対する
問い合わせが微増する等、社
協に対する認知度の向上を図
ることができた。

社協ニュースの周知の拡大が
実施され、社協の認知度向上
が図られた。

【3ヵ年の実績】社協の認知度向上
のため広報資料等をあらゆる機会
を通じて配布した。
【評価】社協が地域に開かれた組
織として、運営の透明性の確保を
図ることができた。
【今後の方針】引き続き他機関が
実施する関連行事での資料配布
を行うとともに、関係団体すべてに
社協ニュースを配布する。

市民と専門職、関係機関との
ネットワークを構築するきっか
けづくりができた。

継続的に地域ケア会議が中学
校区ごとに開催され、市民と専
門職、関係機関とのネットワー
クの構築が図られている。

【3ヵ年の実績】市民と専門職、関
係機関とのネットワークを構築す
る地域ケア会議を開催した。
【評価】市民と専門職、関係機関と
のネットワークを構築することで、
地域住民の保健医療の向上や福
祉の増進を包括的に支援すること
ができた。
【今後の方針】引き続き地域ケア
会議を市民と専門職、関係機関と
のネットワークを強化する。

地域住民の保健医療の向上や福祉の増進を包括的に支援している。

詐欺や悪徳商法に対処する手
立てとしての成年後見制度の
啓発と周知を図ることができ
た。

成年後見制度の幅広い周知
が行われ，地域住民の保健医
療の向上や福祉の増進に寄
与している。

【3ヵ年の実績】「成年後見制度」の
啓発と利用支援を行った。
【評価】「成年後見制度」を広く一
般的に活用するため制度の啓発
と利用支援を行うことができた。
【今後の方針】引き続き市民や介
護保険事業所等を対象に講座等
を開催し制度の周知を図る。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

運営の透明性と中立性・公正
性の確保と情報公開・説明責
任の遂行

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

情報の迅速な提供と情報発
信・公開の充実のための法人
指導による情報公開のため
ホームページの運営刷新と情
報公開に関する規定の順守

年次計画

法人指導による情報公開
や即時性を担保するため
の、ホームページの運営
内容の検討

法人指導による情報公開
や即時性を担保するため
の、ホームページ運営実
施

法人指導による情報公開
や即時性を担保するため
の、ホームページ運営実
施

指針該当項目（⑫⑬） 実績
予算決算情報等のホーム
ページでの掲載方法につ
いて検討を行った。

予算決算情報等のホーム
ページでの掲載を行った。

予算決算情報等のホーム
ページでの掲載を行った。

地域福祉の重要性と意義を市
民に対し周知を図る

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

社協と地域福祉活動支援セン
ターの周知のための市民講座
の開催

年次計画
　地域福祉をはじめ各種社
会福祉に関する市民講座
の開催（年8回）

地域福祉をはじめ各種社
会福祉に関する市民講座
の開催（年10回）

地域福祉をはじめ各種社
会福祉に関する市民講座
の開催（年12回）

指針該当項目（⑬） 実績

市民を対象に、地域福祉
の担い手育成を目的とした
連続講座を開催した。（年8
回）

市民を対象に、地域福祉
の担い手育成を目的とした
連続講座を開催した。（年7
回）

市民を対象に、地域福祉
の担い手育成を目的とした
連続講座を開催した。（年7
回）

市との共催による地域福祉を
創造する市民のつどいの開催

年次計画
市民のつどい開催（年1
回）

市民のつどい開催（年2
回）

市民のつどい開催（年3
回）

指針該当項目（⑬） 実績

校区等福祉委員会の活動
の啓発を図るとともに地域
福祉の担い手育成を目的
としたつどいを開催した。
（年１回）

校区等福祉委員会の活動
の啓発を図るとともに地域
福祉の担い手育成を目的
としたつどいを開催（年１
回）するとともに、市と共催
で小学校区ごとに地域福
祉懇談会を開催した。

校区等福祉委員会の活動
の啓発を図るとともに地域
福祉の担い手育成を目的
としたつどいを開催（年1
回）するとともに、市と共催
で小学校区ごとに地域福
祉懇談会を開催した。

効果的で効率的な自立経営の
推進

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

外部監査導入 年次計画 情報公開の充実 外部監査導入検討 外部監査試行

指針該当項目（①③） 実績
予算決算情報等のホーム
ページ掲載への方法につ
いて検討を行った。

法改正に伴い外部監査導
入について検討を行った。

法改正等に伴い定款変更
を行った。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

社会福祉法人新会計基準へ
の移行

年次計画 基準移行準備 基準適用 基準適用

指針該当項目（①③） 実績
会計士等の指導の下、社
会福祉法人新会計基準へ
の移行準備を行った。

会計士等の指導の下、社
会福祉法人新会計基準へ
の移行を行った。

新会計基準に基づき適切
に会計処理を行った。

情報公開・発信
事業

財　務

事業の効果測定やコスト把握などの事業評価を適切に行い、効果的で効率的な自
立した経営が行えている。

地域に開かれた組織として、運営の透明性の確保を図るとともに、情報公開や説
明責任が果たされている。

ホームページを活用し情報の
迅速な提供と情報発信・公開
の充実に努めた。

ホームページにおける予算決
算情報等の掲載を実施するこ
とで、社会福祉法人としての運
営の透明性等の向上が図られ
ている。

【3ヵ年の実績】組織運営の透明性
と中立性・公正性を図るため予算
決算情報等のホームページでの
掲載を行った。
【評価】地域に開かれた組織とし
て、運営の透明性の確保を図り、
運営の透明性と中立性・公正性の
確保と情報公開・説明責任を遂行
することができた。
【今後の方針】引き続きホーム
ページ等を活用し情報の迅速な提
供と情報発信を図る。

地域福祉の重要性と意義を広く市民に対し周知し、活動への参加を呼びかけてい
る。

【3ヵ年の実績】会計士等の指導の
下、社会福祉法人新会計基準へ
移行し適切に会計処理を行った。
【評価】社会福祉法の改正等、法
律を遵守しながら効果的で効率的
な自立経営の推進に努めることが
できた。
　【今後の方針】基準に基づき適
切に会計処理を行う。

講座へ多くの参加があり、社
協と地域福祉活動支援セン
ターの周知を図るとともに地域
福祉の担い手育成を図ること
ができた。

市民のつどいは継続的に開催
されている。さらに、校区等福
祉委員会を対象に地域福祉懇
談会を１２箇所で実施され、地
域福祉の重要性の周知が図ら
れている。

【3ヵ年の実績】講座を通じて地域
福祉の重要性と意義を周知し、活
動への参加を呼びかけた。
【評価】各種社会福祉に関する市
民講座を通じて、地域福祉の重要
性と意義を広く市民に対し周知し、
活動への参加を呼びかけることが
できた。
【今後の方針】引き続き市民を対
象に、地域福祉の担い手育成を
目的とした連続講座を開催する。

社会福祉法の改正等、法律を
遵守しながら自律した経営を
図るよう努めた。

法改正に伴う体制整備により
効果的で自立した経営が行え
るとの判断に至ったことを確認
した。

【3ヵ年の実績】法改正等に伴い外
部監査導入は行わなかった。
【評価】社会福祉法の改正等、法
律を遵守しながら効果的で効率的
な自立経営の推進に努めることが
できた。
【今後の方針】組織の効果的で効
率的な自立経営を図るべく事業の
効果測定やコスト把握などの事業
評価を適切に行う。

社会福祉法人新会計基準へ
の移行を行うことができた。

新会計基準に則った会計処理
が行われているとの監査報告
書を確認した。
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分野
行動計画

（具体的取組み）
進捗状況

【平成28年度】
自己評価（団体）

【平成26年度～平成28年度】
総合評価（団体）

【平成28年度】
所管課評価（市）

効果的で効率的な自律経営の
推進

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

新たな自主財源の確保のため
企業・事業等からの広告収入
による各種事業実施や広報紙
の発行

年次計画
社協ニュースへの広告掲
載の検討

社協ニュースへの広告掲
載の実施

社協ニュースへの広告掲
載の充実

指針該当項目（①③⑥） 実績
他 市 の 状 況 を 確 認 す る
等 、 広 告 掲 載 の 検 討 を
行った。

他 市 の 状 況 を 確 認 す る
等 、 広 告 掲 載 の 募 集 を
行った。

社協ニュース等を通じて広
告掲載の募集を行った。

公費財源に関するルール化の
市への働きかけ

目標

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

不採算事業や委託事業などに
関する方針・方向性の確立

年次計画 協議実施 ルール化制定 ルール化制定

指針該当項目（①③⑥） 実績
委託事業等に関する方針・
方向性について、所管課と
協議を行った。

引き続き委託事業等に関
する方針・方向性につい
て、所管課と協議を行っ
た。

引き続き委託事業等に関
する方針・方向性につい
て、所管課と協議を行っ
た。

具体的内容 平成26年度 平成27年度 平成28年度

各種受託事業に対してあり方
を見直す

年次計画
受託事業の見直し内容検
討

市との協議 見直し実施

指針該当項目（①③⑥） 実績

社協事業全般において「今
後の事業の在り方」につい
てヒアリングを全職員に
行った。

社協の受託事業全般にお
いて担当課との協議に加
え、担当職員間においても
確認を行った。

引き続き社協の受託事業
全般において担当課との
協議に加え、担当職員間
においても確認を行った。

財　務

外郭団体に対する公費財源に関するルール化を市に働きかけている。

委託事業等について担当課と
協議を行い、課題の共有が行
われた。

委託事業については、社協の
事業運営に関わる重要な事業
であり、慎重にルールを確立
する事が肝要となる。

【3ヵ年の実績】委託事業等に関す
る方針・方向性について、所管課
と協議を行った。
【評価】不採算事業や委託事業な
どに関する方針・方向性を確立す
るために所管課と協議が行われ、
課題が共有された。
【今後の方針】社協全般の事業に
ついて、担当課と協議を継続し、
必要に応じてそのあり方を見直
す。

事業の効果測定やコスト把握などの事業評価を適切に行い、効果的で効率的な自
立した経営が行えている。

広告掲載による発行費用抑制
に努めたが、広告掲載に至ら
ず、広告料収入確保ができな
かった。

自主財源確保の広告収入確
保には至らなかったが、募集
を通じた自立経営の姿勢は評
価される。

【3ヵ年の実績】社協ニュース等を
通じて広告掲載の募集を行った。
【評価】社協ニュースへの広告掲
載を呼びかけることで、効果的で
効率的な自立した経営体制促進
に努めた。
【今後の方針】新たな自主財源の
確保のため広告募集を更に呼び
かける。

委託事業を始め事業全般につ
いて担当課と協議し今後の方
向性等を確認することができ
た。

全般的な事業について、各課
との協議が行われ、課題の整
理が進んでいる。

【3ヵ年の実績】事業全般において
「今後の事業の在り方」についてヒ
アリングを全職員に行いながら、
受託事業全般において担当課と
の協議を行った。
【評価】委託事業を始め事業全般
について担当課と協議が行われ
課題の整理が進んでいる。
【今後の方針】引き続き担当課と
協議し、委託事業を始め事業全般
についてのあり方を見直す。
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